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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ブルキナファソ国 案件名：中央プラトー地方給水施設管理・衛生改善プロジェクト 

分野：水資源・防災 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（2013 年 3 月末現在）：計：483,057 千円 

協力期間： 

2009 年 6 月～2013 年 5 月 

先方関係機関：農業水利省水資源総局、同省衛生・汚水・廃棄物

総局、同省中央プラトー地方局 

日本側協力機関名：無し 

1－1 協力の背景と概要 

ブルキナファソ国（以下｢ブ｣国）政府は、2003 年に貧困削減戦略ペーパー（PRSP）を承認し、2010 年

には新貧困削減戦略ペーパーである「持続的な開発及び成長の加速化戦略文書（SCADD）」を策定してい

る。SCADD において、水・衛生分野は 4 つの戦略的基軸の 1 つに位置づけられ、安全な水や衛生へのア

クセス率改善を図るとしている。しかし、「ブ」国統計によると、2011 年の都市部における給水率は 80.0％

であるのに対し、村落部では 58.5％に留まっており、都市部と村落部に大きな格差が認められる。また、

衛生分野に関しても、村落部では衛生施設へのアクセス率が僅か 0.8％に留まっており、都市部の 21.5％

を大幅に下回っている（2010 年の実態調査に基づく）。こうした状況の中、｢ブ｣国政府は、｢2015 年に向

けた給水と衛生に関する国家プログラム｣（PN-AEPA）を作成し、ミレニアム開発目標（MDGs）に従っ

て、2005 年時点で飲料水や衛生の供給を受けられない人々の割合を 2015 年までに半減させるという目標

を設定した。 

PN-AEPA 実現に向け、「ブ」国政府は我が国に対し、それまで支援が実施されていなかった中央プラト

ー地方および南部中央地方を対象として、水供給施設建設にかかる無償資金協力「中央プラトー及び南部

中央地方飲料水供給計画」を 2005 年に要請した。同計画は 2009 年より開始され 2012 年に無事完了して

おり、現在、第二次計画が開始されるところである。また、上記 2 地方において、住民による水供給施設

の維持管理と衛生行動の改善を図るため、「ブ」国政府は本技術協力プロジェクトを 2006 年に要請した。

同要請を受け、JICA は 2007 年 7 月に事前調査団を派遣し、R/D 案について「ブ」国側と合意したが、本

プロジェクトと連携が期待されていた上述の無償資金協力の枠組み修正等により 2008年 12月に再度事前

調査を行い、対象地域を中央プラトー地方とした上で 2009 年 3 月 30 日に R/D を署名し、同年 6 月よりプ

ロジェクトが開始された。今回の終了時評価調査は、ブルキナファソ側と合同で、これまでのプロジェク

ト活動の達成度を把握するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観

点から総合的評価を行うこと、更には今後のプロジェクト活動及び給水管理システムに関わる提言を行う

ことを目的として実施した。 

 

1－2 協力内容 

(1) 上位目標：中央プラトー地方における保健・衛生環境が改善される。 

(2) プロジェクト目標：対象コミューンの給水施設維持管理状況及び住民の衛生行動が改善される。 

(3) 成果： 

成果１： 対象コミューンで維持管理システムの改革に則った組織体制が整う。 

成果２： 村落組織の給水施設運営維持管理能力が強化される。 

成果３： 給水施設運営維持管理に係るスペアパーツ供給及び修理体制が改善される。 

成果４： 中央プラトー地方のパイロット３コミューンにおける村落住民の衛生行動が改善される。 

成果５： 各県の DPAH が給水衛生状況のモニタリング・評価を実施し、コミューンに対し支援が行

えるようになる。 

 

1－3 投入（2012 年 8 月まで） 

日本側： 

 専門家：12 名の日本側専門家（総括、組織能力強化、村落給水、衛生改善計画・教育、給水施

設運営維持管理、研修監理、業務調整の各分野）が派遣された。 

 本邦研修：9 名の研修員が本邦研修に参加した。 

 資機材供与：バイク、無停電電源装置、パソコン、プリンター、コピー機、プロジェクターなど

の資機材が供与された。 
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 ローカルコスト：2012 年 12 月末時点までにローカルコストとして 164,151,195 円が支出された。 

ブルキナファソ側： 

 C/P の配置：中央・地方で計 70 名が本プロジェクトのカウンターパートとして配置されている。 

 施設の提供：ワガドグ及びジニアレの農業水利省内に事務所スペースが確保され、備品が提供さ

れている。 

 ローカルコスト：2012 年 12 月末時点までにローカルコスト（C/P 手当、機材管理費、消耗品費）

として 69,228,609 FCFA（約 1,291 万円）が支出された。また、上記事務所の光熱費・水道代を

負担している。 

２．終了時評価調査団の概要 

調査者 ＜JICA＞ 

総 括 今井 達也 JICA 地球環境部水資源第二課課長 

協力企画 影山 正 JICA 地球環境部水資源第二課 

評価分析 久保 英之 グローバルリンクマネジメント株式会社 

通 訳 森田 俊之 日本国際協力センター 

＜ブルキナファソ側＞ 

 Mr. Trinita Zongo 農業水利省 調査計画局 

 Mr. Mr. Oubda Jean 農業水利省 水資源総局 給水部 

調査期間 2013 年 1 月 24 日～2013 年 2 月 14 日 

（現地調査期間） 

評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

3－1 実績の確認 

成果１： 

成果１は達成されている。対象 9 コミューンにおける AUE の形成、コミューン・AUE 間での協定締結、

コミューン・修理業者間での委託契約締結、及び、追加 11 コミューンにおける AUE 形成がほぼ完了して

いることから、維持管理システムの改革に則った組織体制は既に整ったと判断できる。 

 

成果２： 

水利用者組合（AUE）の給水施設運営維持管理能力は、会議開催、資金管理、ポンプの故障修理対応が

出来るようになるなど着実に強化されているが、資金の徴収体制が十分には整っていないため（各 AUE

は一年間に住民から徴収する水料金の総額（最低水料金）を設定しているが、2011 年～2012 年の二年間

で、最低水料金の 7 割を収集した AUE の数はパイロット 3 コミューンで 18%、パイロットコミューンを

除く対象 6 コミューンで 6%となっている）、成果２が達成されたという段階には到達していない。 

 

成果３： 

成果３はおおむね達成されている。全コミューンがスペアパーツの交換に必要な情報を所有しており、

修理業者による保守点検及び軽微な修理は期待された水準以上で実施されている（但し、水・衛生分野の

担当者が配置されているコミューン行政は限られており、所有情報が AUE によって有効活用される体制

が整うまでには至っていない）。また、中央プラトー地方の 3 県では修理工組合が組織されており、修理

業者間でのスペアパーツ供給に関する情報共有も進められている。従って、スペアパーツの供給及びポン

プの修理体制は改善されつつあると判断できる。 

 

成果４： 

成果４は達成されている。パイロット 3 コミューンにおいて、10 項目の衛生行動のうち 6 項目以上が改

善された村落の数は全体の 72%にのぼることから、村落住民の衛生行動は改善されていると判断できる。 

 

成果５： 

成果５に関し、DPAH が担うモニタリング・評価活動については、8 割以上のスタッフが年 2 回以上モ

ニタリング活動を実施しており（2012 年）、成果は達成されたと判断できる。また、後半の「コミューン

に対し支援が行えるようになる」については、記述に具体性がなく、関連指標もないことから、本終了時

評価調査においては判断することができない。 
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プロジェクト目標： 

プロジェクト目標は達成されている。対象 9 コミューンにおける給水施設の稼働率は Loumbila コミュ

ーン を除き改善しており、住民の衛生行動についても成果 4 で述べた通り改善している（Loumbila コミ

ューンでは、井戸に代わり、ダム湖の水を利用した給水設備が普及しつつある）。このため、基本的には

本終了時評価調査時点においてプロジェクト目標は既に達成されていると判断できる。 

 

上位目標： 

本終了時評価調査実施時点において、プロジェクト目標達成の効果として上位目標が達成される可能性

は一定程度見込まれる。農業水利省の中央プラトー地方局では、既に 2013 年のプロジェクト C/P 予算と

して 5600 万 CFAF を確保していることから、プロジェクト終了後も当面は普及員が AUE 支援を継続する

見込みはある 。2014 年以降については、現時点で未定であるが、既に中央プラトー地方局長は農業水利

省に対して予算申請依頼を行っており、セクター財政支援予算（ABS）から資金配分がなされる可能性は

ある。このため、プロジェクト終了後も、AUE の活動を通じて深井戸ポンプが常時稼働し、中央プラト

ー地方 20 コミューンにおいて住民が安全な水にアクセスできる可能性は一定程度見込まれる。 

 

3－2 実施のプロセス 

(1) 活動の進捗状況 

計画されたプロジェクト活動は全般的に計画通り進められており、特段の問題は見られない。 

 

(2) プロジェクトの実施過程で生じている問題 

 AUE における水料金徴収について 

成果２のところで、AUE における水料金徴収が課題となっていることを指摘したが、本終了時評価調

査中にインタビューを行った 12 の AUE のうち、2012 年に全員が支払った AUE は 1 組合、未払い住民が

5-10%であった AUE は 6 組合、全員が未払いだった AUE は 5 組合であった。一部住民が未払いだった 6

組合については、給水施設維持管理制度改革（リフォーム）の意義を理解していないことが未払いの最大

要因であり、普及員を通じてリフォームの意義を周知することが極めて重要であるという指摘が当該 AUE

役員よりなされた。 

 

 劣化度の高い給水ポンプについて 

AUE における年間必要徴収金額は、現在、給水ポンプ一基あたり 10 万 CFAF を基準として計算されて

いる。この金額は日常の小規模な故障に際しては対応可能であるが、対象地域には既に設置後数十年が経

過し、劣化が進んでいる給水ポンプも多く、このようなポンプが大規模な故障をした際には AUE が修繕

費用を全額負担することはできない。 

 

(3) コミュニケーション及びマネージメント 

プロジェクト関係者間のコミュニケーションは良好である。プロジェクトの進捗に関する情報は関係者

間で共有され、状況認識にも基本的に差異がない。モニタリングについては、中央レベルにおいてプロジ

ェクト合同調整委員会がこれまでに五回開催され、活動報告及び計画・予算が協議されている。また、地

方レベルでは、農業水利省中央プラトー地方局（DRAH）が招集する月例会において、プロジェクト対象

地 3 県の水担当者がプロジェクト活動の進捗報告を行うと同時に、日本人専門家がマネージメント等に関

わる諸事項を報告している。 

 

3－3 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、「ブ」国の開発政策及び日本の対「ブ」国援助方針との整合性、安全な飲料水及び

衛生設備へのアクセスという国内ニーズとの合致、さらにはプロジェクトのデザインの適切さという観点

から見て、妥当性は高い。 

「ブ」国政府は給水施設維持管理制度改革（リフォーム）政策を推進しているが、本プロジェクトは、

実質的に中央プラトー地方においてリフォームを実施する事業であり、その結果として飲料水供給率を向

上させ、かつ住民の衛生行動を改善することを目指していることから、「ブ」国の開発政策及び国内ニー

ズに直接貢献するものである。また、プロジェクト開始時点において、水・衛生分野は日本の対ブルキナ

ファソ国援助重点分野の一つであった（但し、本終了時評価調査時点において、水・衛生分野はブルキナ

ファソ国における重点分野から外れている）。 
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本プロジェクトのデザインは、１）AUE の能力強化、AUE・コミューン行政・修理業者間の連携を通

じて給水ポンプの修理体制を整える、２）住民の衛生行動を改善する、という二本柱に加え、３）これら

の活動推進のため農業水利省の現場事務所が AUE 及びコミューン行政を支援する、という構成になって

いる。リフォームは、設置されて間もないコミューン行政に給水施設の維持管理権を移譲するものである

から、既存の普及体制（農業水利省の現場普及員）を利用して施設維持管理の体制整備及び AUE・コミ

ューン行政の能力強化を図るというデザインは適切である。 

 

(2) 有効性 

プロジェクト目標の達成見込みという観点から見て、有効性は高い。 

AUE を主体とした給水ポンプの維持管理体制は、対象 9 コミューンにおいて機能しており、リフォー

ム導入前と比較して給水稼働率は向上している。また、パイロット 3 コミューンにおける住民の衛生行動

も着実に改善している。さらには、追加 11 コミューンにおいても AUE の形成は成功裏に完了している。

このように、本終了時評価調査時点において、プロジェクト活動の実施及び成果の達成を通じてプロジェ

クト目標は既に達成されている。 

 

(3) 効率性 

投入の実施状況及び活用という観点から見て、効率性はやや高い。 

基本的に投入は計画通り実施され、AUE の形成、ポンプ修理工を中心とした修理体制の整備、住民の

衛生行動改善、DPAH によるモニタリング・評価活動に関わる成果は達成されている。また、対象 9 コミ

ューンにおける AUE の能力強化も一定程度達成されている。水料金徴収については未だ十分な状況には

ないが、金銭に絡む行動変容は、より長い時間軸で捉えるのが適当と考えられる。 

 

(4) インパクト 

上位目標の達成見込み及び波及効果という観点から見て、インパクトはやや高い。 

本終了時評価調査時点において、AUE は機能し、給水ポンプの稼働率は向上しているが、2015 年の時

点で深井戸にアクセスできる住民の割合及び給水ポンプの稼働率が中央プラトー州レベルで改善するた

めには、プロジェクト終了後も普及員による AUE 支援が継続されることが不可欠である。現在、2013 年

のリフォーム実施予算はプロジェクトの C/P 予算として一部確保されているが、2014 年以降については、

中央プラトー地方局によってセクター財政援助予算への申請が行われているものの、予算確保については

未定である。 

また、波及効果として、本プロジェクトで作成した衛生啓発・教育教材が衛生・汚水・廃棄物総局の意

向によって全国的に普及していくことが計画されている。また、水資源総局においても、本プロジェクト

が現在作成しているマニュアルを改訂する形でリフォーム推進に関わる全国版のマニュアルを策定し、全

国に普及していく意向を持っている。なお、負のインパクトは特に観察されていない。 

 

(5) 持続性 

協力終了後におけるプロジェクト効果の発現維持という観点から見て、持続性は中庸である。 

政策面に関し、「ブ」国政府が進めているリフォームは、今後も村落の給水セクターにおける主要政策

として推進され続けるものと推察される。 

技術面に関し、給水ポンプの修理自体は既に長年にわたって地域の修理工が担ってきており、本プロジ

ェクトを通じて実施された諸研修による技術力改善を含め、特段の課題は見られない。 

組織・財政面について、AUE の能力強化は進んではいるがまだ十分ではなく、またコミューン行政に

よる AUE の支援体制も整備されていない。AUE の組織的持続性は、リフォームに対する理解が住民の間

で共有されることで成立するが、対象 9 コミューンではリフォーム導入後まだ二年しか経過していないた

め、大半の AUE ではリフォームを理解しない住民が一定数存在する。彼らは、水料金を支払わずに水を

利用することから、他の住民の支払い意欲を減退させる。このため、全住民がリフォームに対する理解を

共有する段階に達するまでは、普及員による AUE 支援の継続が欠かせない。 

 

3－4 結論 

本プロジェクトの実施を通じて、中央プラトー地方の全 20 コミューンにおいて AUE が形成され、この

うちの対象 9 コミューンにおいてコミューン行政と AUE、コミューン行政と修理業者間で給水施設の維

持管理及び修理に関する契約が締結された。また、給水施設の維持管理及び修理に関する AUE 及び修理
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業者の能力が強化された。但し、AUE の能力は期待された水準に達している訳ではなく、支払い能力の

あるすべての住民がリフォームの意義を理解し、AUE が水料金を適切に徴収できるよう引き続き能力強

化が必要である。また、対象コミューンのうちのパイロット 3 コミューンでは、住民の衛生行動が改善さ

れた。モニタリングに関しては、農業水利省の普及員による AUE 訪問を通じた情報収集・助言などの活

動が実施されるようになった。 

評価 5 項目については、妥当性・有効性が高く、効率性・インパクトはやや高いと判断した。持続性に

ついては、AUE の能力強化のため引き続き普及員による支援が必要であるものの、本調査時点では普及

員支援に関する 2014 年以降の予算措置が不透明であり、コミューン行政による AUE 支援体制も整備され

ていないことから、中庸であると判断した。 

 

3－5 提言 

評価結果を踏まえ、本終了時評価調査団はプロジェクト関係者に対して以下の提言を行った。 

(1) プロジェクト成果の共有 

本プロジェクトでは、AUE 形成や衛生行動改善の方法論など、リフォーム実施プロセスにおいて必要

となる有用な知見を生み出している。そして、これらの知見をマニュアルとして取り纏めるべく、既に作

業が進められている。プロジェクト関係者は、これらの知見が各地方におけるリフォーム実施主体と共有

され、有効活用されるよう、プロジェクト成果及びマニュアル作成に関する情報を関係機関に対して伝達

していくことが期待される。また、今後のリフォーム実施の中で現れる課題に対する解決方法についても、

Lessons Learned の形でマニュアルに取り込まれていくことが期待される。 

 

(2) 2014 年以降の予算確保に向けた働きかけ 

上述した通り、AUE が組織的持続性を確保するためには、全住民がリフォームの意義を共有し、支払

い能力を持つ全住民による水料金支払いが習慣化するまで、普及員（ZAT/UAT など）による村落訪問を

通じた啓蒙活動が必要である。プロジェクト終了後、2013 年については既に ZAT/UAT の活動支援予算が

確保されているが、2014 年度以降の予算確保については今後の課題となっている。水資源総局をはじめと

する農業水利省関係部局は、2014 年度以降についても中央プラトー地方におけるリフォーム予算が確保さ

れるよう関係諸機関に対して働きかけを行うことが期待される。 

 

(3) 衛生啓発を担う住民アニメーターへのインセンティブ 

パイロット 3 コミューンの各村落では、既に住民の衛生行動が変容しているが、新しい衛生行動が習慣

として定着するためには、育成された住民アニメーターがプロジェクト終了後も活動を続けることが望ま

しい。このため、農業水利省、国民教育・識字化省、保健省などの関係省庁は、コミューン行政と連携し

て、例えば衛生コンクールの開催など、住民アニメーターの意欲を維持する活動を支援することが望まし

い。 

 

(4) 衛生啓発活動の拡大 

プロジェクトで作成された衛生啓発マニュアルは、今後、全国普及版として改訂される予定であるが、

今後は同マニュアルの活用を通じて、他コミューンや他州において衛生啓発活動が実施されることを期待

する。また、学校レベルでの衛生活動については、国民教育・識字省と連携しつつ、学校運営委員会を活

用した衛生啓発活動の実施が期待される。 

 

(5) コミューンの強化 

コミューン行政に関しては、一部でドナー／NGO の資金支援によって水・衛生課が設置されているも

のの、コミューン予算による水・衛生分野での人材配置及び活動実施はまだ行われていない。リフォーム

は、本来、コミューンに対して給水施設維持管理権を移譲するものであるため、今後は、関係各機関がコ

ミューンにおける水・衛生分野の担当課設置・人材配置・予算配分・活動計画/実施に向けた支援を行う

ことが望まれる。その際、中央政府から派遣されているフォーカルポイントなど、既存の有為な人材を活

かすことが期待される。 

 

3－6 教訓 

本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用し得ると考えられる教訓は以下のとおりである。 

(1) 人々の習慣及び行動の変容を必要とするプロジェクトは成果産出までに時間を要する 

本プロジェクトは、形式的には、水管理組合を形成して組合による給水施設の維持管理を推進するもの
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であるが、住民の立場から見ると、「井戸水はタダで、近所の人々で利用するもの」という習慣の中で生

活してきた彼らに対して、「井戸水は有料で、村落全体で管理するもの」という新たな認識・行動様式を

求めるものであると捉えることが出来る。このような人々の行動変容を必要とするプロジェクトは、人々

が新しいメカニズムの意義を理解し、かつ日常の習慣として定着することで持続性を確保することが出来

ると考えられるが、これには時間がかかる。 

本終了時評価調査では、AUE による水料金の徴収が十分に出来ていないため、成果２については達成

されたという段階には達していない、と判断された。しかし、対象 9 コミューンの AUE が、水料金の徴

収を含め、実質的に給水施設管理活動を開始したのは 2011 年からであり、水料金の徴収という金銭に絡

む行動様式を二年という期間（すなわち、水料金の徴収二回）で変容させるのは容易なことではない。従

って、このような人々の習慣や行動の変容を前提とする成果は、行動変容を前提としない成果よりも長い

時間軸で成果産出を捉えるべきである。 

 

(2) 本邦研修の多面的な意義 

農業水利省幹部による本邦研修の成果については、C/P 及び専門家の双方から大変に高い評価が与えら

れた。これは、本邦研修中、日本人専門家が C/P と共に行動し、プロジェクトの意義や内容について意見

交換を行い、高い水準で共有出来たことによるが、その結果、両者間の意思疎通は格段に高まり、プロジ

ェクト運営が大変にスムーズになった。ブルキナファソ国内でも同様な意見交換は行われていたが、本邦

研修中によるコミュニケーションという状況設定が効果をもたらしたものと思われる。 
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Summary of Terminal Evaluation 

1. Outline of the Project 

Country : Burkina Faso Project Title: Project for the management of water supply facilities and the 

improvement of hygiene in Central Plateau. 

Issue/Sector : Water Resources and 

Disaster Management 

Cooperation Scheme : Technical Cooperation 

Division in Charge : Global 

Environment Department 

Total cost (up to the end of March 2013) :  483,057,000 yen 

Period of Cooperation： 

June 2009 – May 2013 

Partner Country’s Implementing Organization： 

Ministry of Agriculture and Hydrology 

Supporting Organization in Japan：None 

1-1  Background of the Project 

The government of Burkina Faso drafted Poverty Reduction Strategy Paper (PRSP) in 2003 and Strategy Paper 

for Accelerating Sustainable Development and Growth (SCADD) in 2010. The water and hygiene sector was 

identified as one of four strategic sectors in the country. According to the national statistics, water supply rate is 

58.5% in rural area while 80.0% in urban area, and the access to hygiene system is only 0.8% in rural area while 

21.5% in urban area. The government developed National Program on Water Supply and Hygiene towards 2015 

(PN-AEPA) and set the target that the number of people who do not have access to clean water and hygiene should 

be halved by 2015 compared to the figure in 2005. 

The government of Burkina Faso requested the government of Japan the grant aid of “Water Supply Plan in 

Central Plateau and Central-South regions” in 2005 in order to realize the target of PN-AEPA. This project started in 

2009 and ended in 2012 and is currently shifting to the second phase. At the same time, the government of Burkina 

Faso requested this technical cooperation project for the management of water supply facilities and the improvement 

of hygiene in 2006. JICA dispatched a project preparation mission in 2007 and agreed with the government of 

Burkina Faso on the draft R/D. However, as the scope of the grant aid was modified, JICA dispatched the second 

mission in 2008 and signed on R/D in 2009 in which the target area was identified as in Central Plateau region. The 

project started in June 2009. 

 

1-2  Project Overview 

(1) Overall Goal: Health and hygiene environment is improved in the Central Plateau region. 

(2) Project Purpose: Management of water supply facilities and hygiene behavior of local people in the target 

communes are improved. 

(3) Outputs: 

Output 1: Organizational set-up is realized following the REFORM policy in the target communes. 

Output 2: Capacity of local organizations on the management of water supply facilities is strengthened. 

Output 3: Supply chain of spare parts and response for repairing on the management of water supply 

facilities are improved. 

Output 4: Hygiene behavior of local people is improved in the pilot three communes in the Central Plateau 

region. 

Output 5: Provincial DPAHs implement monitoring and evaluation on the status of water supply and hygiene 

and become able to provide assistance to commune administration. 

 

1-3  Inputs (As of August 2012) 

＜Japan side＞ 

 Experts: Totally 12 experts have been dispatched (their field of expertise include organizational capacity 

building, rural water, hygiene behavior and management of water supply facilities) 

 Training of C/P in Japan: Totally 9 C/P have participated in training courses in Japan. 

 Provision of equipment: Various equipment is provided including motorbike, computer, printer, 

photocopy machine and others. 

 Operational costs: JYen 164,151,195 was contributed as of the end of 2012. 

< Burkina Faso side > 

 Assignment of C/P: Totally 70 C/P have been assigned. 

 Provision of office and facilities: Project offices have been provided both in Ougadougou and Ziniare. 

 Budgetary allocation: As of the end of 2012, 69,228,609 FCFA was contributed for C/P honorarium, 

maintenance of facilities and equipment and consumer goods. In addition, around 10,000,000 FCFA was 

contributed to cover water and electricity costs of the project offices. 
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2.  Evaluation Team 

Members 

of 

Evaluation 

Team 

1. IMAI Tatsuya (Mission Chief), Directeur, 2nde Division de la gestion des ressources en eau, 

Département de l’environnement global, JICA 

2. KAGEYAMA Tadashi (Cooperation Planning), 2nde Division de la gestion des ressources en eau, 

Département de l’environnement global, JICA 

3. KUBO Hideyuki (Evaluation Analysis) Consultant, Global Link Management 

4. MORITA Toshiyuki (Interpreter), Japan International Cooperation Center 

5. M. ZONGO Trinita, Direction des Etudes et de la Planification (DEP), Ministry of Agriculture and 

Hydrology (MAH) 

6. M. OUBDA Jean, Direction de l’Approvisionnement en Eau Potable (DAEP), Direction Générale 

des Ressources en Eau (DGRE), MAH 

Period of 

Evaluation 

24 January – 14 February 2013 (in Burkina Faso) Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3.  Results of Evaluation 

3-1  Summary of Project Accomplishment 

Output 1: 

Output 1 is achieved. In the target 9 communes, AUEs were formed, the agreements between commune 

administrations and AUEs were signed and contracts between commune administrations and repairing professionals 

were made. In addition, the formation of AUEs is almost completed in the additional 11 communes. 

 

Output 2: 

Output 2 does not reach at the level of its achievement. Capacity of AUEs is steadily strengthened as they can now 

hold assemblies, have bank accounts, handle financial management and deal with pump accident promptly. 

However, the collection of water fees from AUE members is not achieved at the satisfactory level (the rate of AUEs 

which collected more than 70% of targeted amount is 18% for pilot 3 communes and 6% for another target 6 

communes during 2011-2012 period). 

 

Output 3: 

Output 3 is almost achieved. All 20 communes hold information about the procurement of spare parts (although 

commune administration faces shortage of staff so that information is not effectively utilized by AUEs) and 

responses of repairing professionals in case of pump troubles are recorded as more than expected. In addition, 

professional associations function at three provinces in the Central Plateau region and professionals now share 

information on spare parts. 

 

Output 4: 

Output 4 is achieved. Within the pilot 3 communes, 72% of villages satisfied the target of changing hygiene 

behaviors (i.e. more than 5 indicators are satisfied among 10 indicators that were identified by the project at the 

early stage of its implementation). 

 

Output 5: 

Output 5 is achieved in terms of DPAH monitoring. More than 80% of staff conducted monitoring activities at least 

twice a year in 2012. 

 

Project Purpose: 

Project Purpose is already achieved. The operation rates of pumps in target 9 communes are increased in 2012 

(compared with 2009) except in Loumbila commune where the water pump system are being replaced with the 

large-scale water supply system in recent years and hygiene behavior of local people is also improved at the 

satisfactory level as indicated in Output 4. 

 

Overall Goal: 

The achievement of Overall Goal is projected to the certain degree at the time of the terminal evaluation. DRAP has 

already secured C/P budget for the year of 2013 so that ZAT/UAT can continue their support to AUEs, which 

enables continuous access to clean water by local people. However, after 2014, the budget is not confirmed although 

the head of DRAP already sent a request letter to the Ministry for the provision of ABS budget in 2014. 

 

3-2  Implementation Process 

(1) Activities 

All activities have been implemented without any serious difficulties. 



 

xii 

 

(2) Issues that arose during the process 

 On the water fee collection 

In many of AUEs, there are a certain number of local people who do not pay water fee. This is because not all 

the villages understand the importance and effectiveness of the new water supply management system, as it has past 

only 2 years since the introduction of new policy. It is therefore required to continue information dissemination and 

consensus building for overcoming the issue. 

 

 Renovation and replacement of old pumps 

Water fee collection is basically designed to deal with small scale troubles of pumps. Amount of collected fees is 

therefore not sufficient to cover the cost for thorough renovation and replacement of old pumps if they are seriously 

damaged.  

 

(3) Communication 

Communication among concerned project actors is very well. They share the perception on the status and issues 

of the project and information gap is minimal. Formal monitoring system of the project functions pertinently, 

including the JCC and monthly meetings held at DRAH. 

 

3-3  Five Criteria Evaluation 

(1) Relevance 

Relevance is high. The project is in line with the development policy of Burkina Faso as it is the project to 

materialize the REFORM policy in the Central Plateau region. It is expected to improve the access to clean water 

and hygiene behavior of local people, which is able to satisfy the needs of population. Project design is also 

pertinent in a sense that it envisages the formation and capacity building of AUEs and operationalization of the AUE 

system by linking them with commune administration and repairing professional. And the facilitation of such 

process was assigned to existing extension officers of ZAT/UAT. 

 

(2) Effectiveness 

Effectiveness is also high as it has already satisfied the project purpose. Compared with the performance of 

pump operation prior to the commencement of the project, the obvious improvement is observed in all the 

communes where pumps are the main tool for water supply. 

 

(3) Efficiency 

Efficiency is relatively high. Inputs are used as mostly planned and produced outputs, including AUE formation 

and their capacity building, development of pump repairing network, improvement of hygiene behavior and DPAH 

monitoring. On the other hand, the capacity of AUEs is not sufficiently strengthened as it does not collect water fees 

from villager at the satisfactory level.  Behavioral change of people basically requires certain time and it is 

important to envision mid- and long-term process.   

 

(4) Impact 

Impact is relatively high. The projection for the achievement of overall goal is to certain degree expected as the 

DRAH already secured budget for REFORM operation in 2013 as a C/P budget and also requested the provision of 

ABS fund for 2014 (although it is not secured yet). 

Ministry of Agriculture and Hydrology confirmed that they plan to use materials developed by the project (both 

for AUE process and hygiene behavior) at the national level in the coming future. 

 

(5) Sustainability 

Sustainability is moderate considering the continuance of project effects. At the policy level, the government will 

continue to operationalize REFORM policy at the national level. At the technical level, repairing professionals are 

managing repairing requests from villages already at the satisfactory level, which indicates that they have sufficient 

technical capacity to address problems. At the organizational level, it is still at the mid-stage of AUE capacity 

building even in pilot 3 communes. Without the presence of extension officers, many AUEs will face difficulties to 

handle the work of water fee collection. The budget for the support of extension officers is partly secured in 2013 

but it is still unsure in 2014. 

 

3-4  Conclusion 

Through the project implementation, the REFORM policy has been successfully materialized in the Central 

Plateau region. AUEs are formed in all 20 communes and the mechanism of managing water supply facilities is 

elaborated in the 9 target communes. One challenge that remains to be further addressed is on the issue of water fee 



 

xiii 

collection. Since the concept of REFORM policy is new, people are not yet accustomed to the idea of “water fee 

payment.” Thus it still requires time and further actions for awareness raising in order to maintain the project outputs 

and outcomes sustainable. 

 

3-5  Recommendations 

(1) Sharing project outputs and outcomes 

The project has generated the knowledge of good practices on the AUE formation and management and the 

improvement of hygiene behaviors. The idea of using such knowledge in the course of the policy implementation of 

the REFORM at the national level is proposed by C/Ps. All the concerned actors are requested to support such a 

process. 

 

(2) Securing budget in 2014 and after 

Awareness raising is still required to make the project outputs and outcomes sustainably function and the work 

by extension officers is indispensable for that purpose. In 2013, the C/P budget is already confirmed for the support 

of the extension officers but the budget in 2014 and after is unsure. Concerned government offices are requested to 

support the process of budget endorsement for 2014. 

 

(3) Incentives for local animators 

Hygiene behaviors are already transformed among villages in three pilot communes but it is better if local 

animators could function even after the project termination so that the likeliness of sustainability is enhanced. 

Commune administrations, in collaboration with concerned Ministries, are requested to support activities of 

animators through organizing events such as hygiene contests. 

 

(4) Expansion of awareness raising activities on hygiene behaviors 

Hygiene manuals produced by the project will be modified and used at the national level. Concerned 

organizations are expected to used these manuals, including by those who conduct hygiene activities through school 

management committees. 

 

(5) Capacity building of commune administration 

Except some communes where donors/NGOs support the set-up of water/hygiene division, no commune has 

ever established water/hygiene division with their own resources. Since the REFORM policy originally envisions 

the transfer of ownership and management rights of water supply system to the commune administration, it is 

expected that continuous support is provided for the development of commune’s management capacity in the 

water/hygiene sector. 

 

3-6  Lessons Learned 

(1) Behavioral change as time consuming process 

The REFORM policy is to transform the perception of local people on water, which used to be free of charge but 

it becomes a commodity with financial cost, and also on hygiene. Such a process that involves perceptional and 

behavioral changes of people basically requires certain time until target groups could understand and accommodate 

new perception and behaviors. Hence, it is important to envision mid- and long-term processes when the project is 

designed. 

 

(2) Effective use of training of senior officials in Japan 

When senior officials of Ministry participated in the training in Japan, JICA experts accompanies them and 

exchanged ideas about the project during their stay in Japan. Both sides strongly confirmed that the exchange in 

Japan really made difference in their mutual understanding and communication. It indicates that the training in Japan 

provides a good opportunity of building relationship if it is pertinently organized. 
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査の背景・目的 

ブルキナファソ国（以下｢ブ｣国）政府は、2003 年 6 月に貧困削減戦略ペーパー（PRSP）を承認し、

2010 年 12 月には新貧困削減戦略ペーパーである「持続的な開発及び成長の加速化戦略文書

（SCADD）」を策定した。SCADD において、水・衛生分野は 4 つの戦略的基軸の 1 つ「社会サービ

スの整備を通じた人材育成による収入増」の中に位置づけられ、安全な水及び衛生へのアクセス率改

善を図るとしている。しかし、「ブ」国統計によると、2011 年の都市部における給水率は 80％である

のに対し、村落部では 58.5％に留まっており、都市部と村落部に大きな格差が認められる。また、衛

生分野に関しても、村落部では衛生施設へのアクセス率が僅か 0.8％に留まっており、都市部の 21.5％

を大幅に下回っている（2010 年の実態調査に基づく）。一方、｢ブ｣国政府は、2000 年に「村落・準都

市部の飲料水供給施設の管理制度改革枠組文書」を採択し、中央政府が主導してきた給水施設の建設

及び維持管理の権限をコミューン行政へ移譲する給水施設維持管理制度改革（リフォーム）を開始し

た。また、2006 年には｢2015 年に向けた給水と衛生に関する国家プログラム｣（PN-AEPA）を作成し、

ミレニアム開発目標（MDGs）に従って、2005 年時点で飲料水や衛生の供給を受けられない人々の割

合を 2015 年までに半減させるという目標を設定した。 

PN-AEPA 実現に向け、「ブ」国政府は我が国に対し、それまで支援が実施されていなかった中央プ

ラトー地方および南部中央地方を対象として、水供給施設建設にかかる無償資金協力「中央プラトー

及び南部中央地方飲料水供給計画」を 2005 年に要請した。同計画は 2009 年より開始され 2012 年に

無事完了しており、現在、第二次計画が開始されるところである。 

また、給水施設の維持管理上の課題である水利用者の組織化、料金徴収の実施、適切な施設運営を

目的として、上記 2 地方において水利用者による維持管理システムの定着と衛生行動の改善を図るた

め、「ブ」国政府は本技術協力プロジェクトを 2006 年に要請した。同要請を受け、JICA は 2007 年 7

月に事前調査団を派遣し、R/D 案について「ブ」国側と合意したが、本プロジェクトと連携が期待さ

れていた上述の無償資金協力の枠組み修正等により 2008 年 12 月に再度事前調査を行い、対象地域を

中央プラトー地方とした上で 2009 年 3 月 30 日に R/D を署名し、同年 6 月よりプロジェクトが開始

された。2012 年 8 月からは第 4 年次（最終年次）の専門家派遣を開始している。 

今回の終了時評価調査は、2013 年 5 月のプロジェクト終了を前に、ブルキナファソ側と合同で、

これまでのプロジェクト活動の達成度を把握するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）の観点から総合的評価を行うこと、今後のプロジェクト活動及び給水管理シス

テムの更なる改善に関わる提言を行うことを目的として実施した。 

1-2 調査団構成 

（1） 日本側 

総括 今井達也 JICA 地球環境部水資源第二課課長 

協力企画 影山正 JICA 地球環境部水資源第二課 

評価分析 久保英之 グローバルリンクマネジメント株式会社 

通訳 森田俊之 日本国際協力センター 
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（2） ブルキナファソ側 

Mr. Zongo Trinita 農業水利省 調査計画局 

Mr. Oubda Jean 農業水利省 水資源総局 給水部 
 

1-3 調査日程 

日本側終了時評価調査団の現地調査は 2013 年 1 月 24 日から 2 月 14 日までの 22 日間である（添付

資料１参照）。 

1-4 調査のデザイン 

本終了時評価調査は、新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版に基づき、PDM の枠組み（添付資料３

を参照）に基づいて設計した。具体的な調査デザインの骨子は次の通りである。 

 実績及び実施プロセスを検証した上で５項目評価を行い、これらの分析結果より提言・教訓を

導出する。 

 実績については、投入実績及び成果・プロジェクト目標の達成度合い、上位目標の達成見込み

について確認する。 

 実施プロセスについては、投入の実施状況、プロジェクト運営に際して生じているマネージメ

ント上の課題について確認する。 

 プロジェクト目標の達成に係る貢献要因、阻害要因を抽出する。 

 評価５項目については、以下の定義を採用する。 

インパクト：
プロジェクトが実施されたこ
とにより生じる波及効果（上
位目標を含む）について、当
初予期しなかった効果も含
め検討する。

持続性：
事業終了後、プロジェクトで
発現した効果が持続する見
込みはあるかという点につ
いて、政策・制度・財政・技術
的な観点から検討する。

妥当性：
プロジェクトの目指す効果（プ
ロジェクト目標と上位目標）が
相手国・日本の政策と整合性
を持っているか、受益者の
ニーズに合致しているか、プロ
ジェクトのデザインは効果発現
の手段として適切か、という観
点から検討する。

効率性：
プロジェクトの投入から生み
出されるアウトプットの程度に
ついて、投入のタイミング、質、
量という観点から妥当であっ
たか検討する。

有効性：
プロジェクト目標の達成度合
い、アウトプットとプロジェクト
目標の因果関係、という観
点から検討する。.

上位目標

プロジェクト目標

アウト
プット

アウト
プット

アウト
プット

活動

投入

出所：新JICA事業評価ガイドライン第1版を参考に調査団作成  
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1-5 データ収集 

本終了時評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

 R/D、M/M、事前評価報告書等のプロジェクト計画文書 

 プロジェクト事業進捗報告書、中間報告書、中間レビュー報告書等のプロジェクト報告資料 

 日本人専門家、C/P、その他プロジェクト関係者へのインタビュー 

 水利用者組合（AUE）役員へのインタビュー 

1-6 プロジェクトの概要 

（1） 協力期間：2009 年 6 月～2013 年 5 月（4 年間） 

 

（2） カウンターパート機関：農業水利省（MAH）1
 

 中央レベル： 水資源総局（DGRE） 

   衛生・汚水・廃棄物総局（DGAEUE） 

 地方レベル： 中央プラトー地方局（DRAH/PCL） 

 

（3） PDM 概要（2011 年 9 月 19 日改訂）： 

上位目標 中央プラトー地方における保健・衛生環境が改善される。 

プロジェクト

目標 
対象コミューンの給水施設維持管理状況及び住民の衛生行動が改善される。 

成果 

1 対象コミューンで維持管理システムの改革に則った組織体制が整う。 

2 村落組織の給水施設運営維持管理能力が強化される。 

3 給水施設運営維持管理に係るスペアパーツ供給及び修理体制が改善される。 

4 
中央プラトー地方のパイロット３コミューンにおける村落住民の衛生行動が

改善される。 

5 
各県の DPAH が給水衛生状況のモニタリング・評価を実施し、コミューンに

対し支援が行えるようになる。 

                                                        
1 2013 年 1 月初頭、農業水利省は農業省と水・水利・衛生省に分離されたが、本報告書では農業水利省として記述す

る。 
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第2章 プロジェクトの実績 

2-1 投入実績 

プロジェクト開始より終了時評価調査実施時点までの日本側・ブルキナファソ側の投入実績は、以

下のとおりである。なお、詳細については添付資料４を参照のこと。 

（1） 日本側の投入実績 

専門家 

12 名の日本側専門家（総括、組織能力強化、村落給水、衛生改善計画・

教育、給水施設運営維持管理、研修監理、業務調整の各分野）が派遣され

た。 

本邦研修 9 名の研修員が本邦研修に参加した。 

資機材供与 
バイク、無停電電源装置、パソコン、プリンター、コピー機、プロジェク

ターなどの資機材が供与された。 

ローカルコスト 
2012 年 12 月末時点までにローカルコストとして 164,151,195 円が支出さ

れた。 

 

（2） ブルキナファソ側の投入実績 

C/P の配置 
中央・地方で計 70 名が本プロジェクトのカウンターパートとして配置さ

れている。 

施設の提供 
ワガドグ及びジニアレの農業水利省内に事務所スペースが確保され、机・

椅子などの備品が提供されている。 

ローカルコスト 

2012 年 12 月末時点までにローカルコスト（C/P 手当、機材管理費、消耗

品費）として 69,228,609 FCFA（約 1,291 万円）が支出された。また、上記

事務所の光熱費・水道代・通信費として、およそ 10,000,000FCFA（約 192

万円）を負担している。 

 

2-2 成果の達成状況 

本終了時評価調査時点における各成果の達成状況は以下の通りである。 

2-2-1 成果０の達成状況 

成果０：PDM の指標が確定する。 

PDM の指標は、2011 年 9 月に実施された中間レビュー調査の時点において既に確定している。 

但し、中間レビュー調査において PDM の変更が提案されたため、本終了時評価調査において使用

する指標は、2011 年 11 月に確定したものである。 
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2-2-2 成果１の達成状況 

成果１：対象コミューンで維持管理システムの改革に則った組織体制が整う。 

成果１は達成されている。 

対象 9 コミューンにおける AUE の形成、コミューン・AUE 間での協定締結、コミューン・修理業

者間での委託契約締結、及び、追加 11 コミューンにおける AUE 形成がほぼ完了していることから、

維持管理システムの改革に則った組織体制は既に整ったと判断できる。なお、各指標の達成状況は以

下の通り。 

指標 1-1：対象コミューンの 9 割以

上の ZAT・UAT 普及員が研修を受講

し、8 割以上の普及員が確認テスト

に合格する。 

達成状況：対象 9 コミューンには ZAT・UAT 普及員が 28 名

おり（但し、新規異動者を除く）、全員が研修を受講してい

る。このうち、確認テストの合格者は 22 名（78%）である。 

指標 1-2：2010 年 5 月末までに、パ

イロット 3 コミューンの AUE が形

成される。 

達成状況：パイロット 3 コミューン（80 村2）では、2010 年

5 月末までに 36 村で AUE 36 組合（45%）が形成された。ま

た、他の 44 村では、2010 年 10 月末までに AUE 44 組合が形

成された（合計で 100%）。 

指標 1-3：2011 年 2 月までにパイロ

ット 3 コミューンと同コミューンの

8 割の水利用者組合（AUE）との間

で、給水施設運営維持管理にかかる

協定が締結される。 

達成状況：パイロット 3 コミューンにおいて形成された 80

組合（AUE）のうち、2011 年 2 月までにコミューンとの間

で給水施設運営維持管理協定を締結した AUE は 50 組合

（63%）である。他の 29 組合に関しては 2012 年 12 月まで

に締結され、残りの 1 組合については本終了時評価調査時点

で未締結である。 

指標 1-4：2011 年 6 月までにウブリ

テンガ県のパイロットコミューン

以外のコミューンの AUE が形成さ

れる。 

達成状況：ウブリテンガ県のパイロットコミューン以外の 6

コミューン（192 村）では、2011 年 6 月までに 192 村で AUE 

192 組合（100%）が形成された。また、その後、二つの村が

分離独立したことから 2 組合が追加され、2012 年 12 月時点

で AUE の数は 194 となった。 

指標 1-5：2012 年 2 月までにウブリ

テンガ県のパイロットコミューン

以外のコミューンと同コミューン

の 8 割の AUE との間で、給水施設

運営維持管理にかかる協定が締結

される。 

達成状況：給水施設運営維持管理にかかる協定については、

AUE 192 組合（100%）がすべて 2012 年 2 月までにコミュー

ンとの間で協定を締結している。また、新たに形成された 2

組合も 2012 年 12 月までに協定を締結している。 

指標 1-6：2012 年 5 月までに、追加

11コミューンのAUEが形成される。 

達成状況：追加 11 コミューン（292 村）では、2012 年 5 月

までに 288 村で AUE 288 組合（99%）が形成された。他の 4

村においても AUE を形成する予定であるが、終了時評価調

                                                        
2 行政区分としてのコミューンの下位には、「セクター（コミューン中心部）」及び「村（周辺部）」の二つが存在する

が、本報告書では表現上「村」に統一することとする。 
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査時点においては未形成である。 

指標 1-7：2012 年 12 月までに、追加

11 コミューンと同コミューンの１

AUE との間で、給水施設運営維持管

理にかかる協定が締結される。 

達成状況：追加 11 コミューンのうち、10 コミューンが 2012

年 12月までにAUEとの間で給水施設運営維持管理にかかる

協定を締結している。協定を締結したのは、10 コミューン

216 村のうち 215 村の AUE である（残りの 1 村では 2013 年

1 月に AUE が設立された）。 

指標 1-8：2013 年 2 月までに、対象

コミューンと同コミューンの 8 割の

給水ポンプ修理業者との間で、保

守・点検にかかる委託契約が締結さ

れる。 

達成状況：対象 9 コミューンには給水ポンプ修理業者が 35

名存在する。このうち、2012 年 12 月末までに 24 名（69%）

との間で保守点検にかかる委託契約が締結されている。 

（注：コミューンが締結する委託契約は必要数3に限られる

ため、修理業者の 8 割と委託契約を締結するという指標設定

は不適切である） 

 

2-2-3 成果２の達成状況 

成果２：村落組織の給水施設運営維持管理能力が強化される。 

水利用者組合（AUE）の給水施設運営維持管理能力は、会議開催、資金管理、ポンプの故障修理

対応が出来るようになるなど着実に強化されているが、資金の徴収体制が十分には整っていないため、

成果２が達成されたという段階には到達していない。 

2012 年 10 月の時点で対象 9 コミューンでは AUE 272 組合が形成されているが、このうち、総会

を開催したことがあるのは 266 組合（98%）、資金の帳簿管理を実施しているのが 251 組合（92%）、

口座を開設したのは 241 組合（89%）である。また、これまでは、深井戸ポンプの故障に際して修理

に要する時間は 2 週間とも 3 週間とも言われていたが、2012 年 10 月の時点で軽微な修理にかかる期

間は一件あたり 5.9 日であった（回答のあった 193 の AUE の平均）。 

一方、水料金の徴収について、各 AUE は一年間に住民から徴収する水料金の総額（最低水料金）

を設定しているが、2011 年～2012 年の二年間で、最低水料金の 7 割を収集した AUE の数はパイロッ

ト 3 コミューンで 18%、パイロットコミューンを除く対象 6 コミューンで 6%となっている4。この数

字は目標の 7 割から大きく離れており、AUE の更なる能力強化が必要である。 

AUE からコミューンに支払う賦課金については、パイロットコミューン以外の対象 6 コミューン

において 2012 年に 7 割以上の AUE が賦課金を支払っている。一方、パイロット 3 コミューンでは、

2011 年に 7 割以上の AUE が賦課金を支払っているものの、2012 年に支払いを行った AUE は 3 割未

満に留まっている。なお、各指標の達成状況は以下の通り。 

 

                                                        
3 コミューンは、村落に設置されている給水ポンプの保守巡回作業を修理業者と契約する際に、地域をロット分けし

ており、ロット毎にそれぞれの修理業者と契約を締結する。このロット数が 『必要数』となる。ロット区分は、コ

ミューンの面積や村落数・既存ポンプ数によってコミューン毎に決定されている。 
4 参考までに、最低水料金の 5 割を徴収できた AUE の数は、パイロット 3 コミューンで 37% 、パイロットコミュー

ンを除く対象 6 コミューンで 30%となっている。 
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指標 2-1：2011 年 11 月末までに、

ウブリテンガ県のパイロットコミ

ューンの7割以上のAUEがコミュ

ーンに対し水料金の賦課金を支払

えるようになり、7 割以上の水場

委員会（CPE 等）が必要な水料金

の 7 割を徴収できるようになる。 

達成状況：パイロット 3 コミューンにおける AUE のコミュー

ンに対する賦課金支払い状況は以下の通り： 

コミューン名 
AUE

数 

賦課金支払 AUE 数 

2011 年 2012 年 

Toeghin 18 18 (100%) 0 (0%) 

Zorgho 33 22 (67%) 13 (39%) 

Dapelogo 29 28 (97%) 9 (31%) 

合計 80 68 (85%) 22 (28%) 

 

また、必要な水料金（年間最低水料金）の 7 割以上を既に徴収

している AUE の数は以下の通り： 

コミューン名 
AUE

数 

有効データが

入手可能な

AUE 

7 割徴収済み

AUE 

Toeghin 18 18 1 

Zorgho 33 29 8 

Dapelogo 29 21 3 

合計 80 68 12 (18%) 
 

指標 2-2：プロジェクト終了時まで

に、パイロットコミューン以外の

コミューンの7割以上のAUEがコ

ミューンに対し水料金の賦課金を

支払えるようになり、7 割以上の

水場委員会が必要な水料金の 7 割

を徴収できるようになる。 

達成状況：ウブリテンガ県のパイロットコミューン以外の 6

コミューンにおける AUE のコミューンに対する賦課金支払い

状況は以下の通り： 

コミューン名 
AUE

数 

賦課金支払 AUE 数 

2011 年 2012 年 

Absouya 19 0 (0%) 17 (89%) 

Nagréongo 19 0 (0%) 18 (95%) 

Loumbila 31 8 (26%) 21 (68%) 

Ourgou-Manéga 28 0 (0%) 21 (75%) 

Zitenga 45 9 (20%) 32 (71%) 

Ziniaré 50 0 (0%) 40 (80%) 

合計 192 17 (9%) 149 (78%) 

 

また、必要な水料金（年間最低水料金）の 7 割以上を既に徴収

している AUE の数は以下の通り： 

コミューン名 
AUE

数 

有効データが

入手可能な

AUE 

7 割徴収済み

AUE 

Absouya 19 18 0 

Nagréongo 19 19 2 

Loumbila 31 28 1 
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Ourgou-Manéga 28 28 1 

Zitenga 45 44 1 

Ziniaré 50 43 6 

合計 192 180 11 (6%) 
 

指標 2-3：プロジェクト終了時まで

に、11 追加コミューンの 7 割以上

の AUE が水料金の徴収・会計管理

などの活動を開始する。 

達成状況：2012 年 10 月時点で水料金の徴収（または口座開設）

を開始していた AUE は、292 のうち 23（8%）である。 

 

2-2-4 成果３の達成状況 

成果３：給水施設運営維持管理に係るスペアパーツ供給及び修理体制が改善される。 

成果３はおおむね達成されている。 

以下の指標達成状況が示す通り、全コミューンがスペアパーツの交換に必要な情報を所有しており、

修理業者による保守点検及び軽微な修理は期待された水準以上で実施されている（但し、水・衛生分

野の担当者が配置されているコミューン行政は限られており、所有情報が AUE によって有効活用さ

れる体制が整うまでには至っていない）。また、中央プラトー地方の 3 県では修理工組合が組織され

ており、修理業者間でのスペアパーツ供給に関する情報共有も進められている。従って、スペアパー

ツの供給及びポンプの修理体制は改善されつつあると判断できる。なお、各指標の達成状況は以下の

通り。 

指標 3-1：プロジェクト終了時まで

に、給水ポンプ修理業者がコミュ

ーンより要請された保守・点検件

数の 6 割以上に対応できるように

なる。 

達成状況：本終了時評価調査時点で、コミューンより要請さ

れた保守・点検件数は 9 コミューン全体で 24 件あり、すべて

の要請に対して修理業者は対応している。 

指標 3-2：スペアパーツの交換に必

要な情報（店舗情報、発注手順）

を中央プラトー地方全 20 コミュ

ーンが所有している。 

達成状況：2012 年 10 月時点で、全 20 コミューンが、修理業

者の連絡先／スペアパーツの値段／販売店舗情報、のいずれ

かに関する情報を所有している。 

指標 3-3：軽微な修理にかかる期間

が 1 ヶ月以内に短縮される。 

達成状況：2012 年 10 月までの時点で、対象 9 コミューンにお

いて軽微な修理にかかる期間は一件あたり 5.9 日であった（調

査対象となった AUE 270 組合のうち、回答のあった 193 組合

の平均）。 

 

2-2-5 成果４の達成状況 

成果４：中央プラトー地方のパイロット３コミューンにおける村落住民の衛生行動が改善される。 

成果４は達成されている。 
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プロジェクト目標の指標 3 に示す通り、パイロット 3 コミューンにおいて、10 項目の衛生行動5の

うち 6 項目以上が改善された村落の数は全体の 72%にのぼることから、村落住民の衛生行動は改善

されていると判断できる。なお、各指標の達成状況は以下の通り。 

指標 4-1：衛生改善の啓発・教育プ

ログラム及びマニュアルが作成さ

れる。 

達成状況：次の衛生啓発・教育教材が作成された： 

衛生行政指導者用マニュアル 

住民衛生アニメーター及び教員用衛生啓発・教育活動実践ガイ

ド 

啓発用ツールイメージ（SARAR/PHAST カード） 

衛生行動・施設管理マニュアル 

また、これらの教材に記述されている内容は、実質的に、衛生

改善の啓発・教育プログラムとして機能している。 

指標 4-2：パイロット 3 コミューン

の村落で衛生啓発・教育プログラ

ムの実施者（教員、保健所員、行

政機関の衛生担当者、住民アニメ

ーター）が 600 名以上育成される。 

達成状況：パイロット 3 コミューンで衛生啓発・教育プログラ

ムの研修に参加した教員・保健所員・行政機関の衛生担当者・

住民アニメーターは合計で 973 名である。詳細は以下の通り： 

衛生行政指導員  57 名 

Toeghin コミューン 165 名 

Zorgho コミューン 435 名 

Dapelogo コミューン 316 名 

（衛生行政指導員とは、県・コミューンレベルの教育省・保健

省・農業水利省関係者を指す） 

また、プロジェクト終了後、衛生推進活動をする計画の有無

を問うた質問に対して、「有」と回答した住民アニメーターの

いる村落数は以下の通り： 

Toeghin コミューン 10 村中 6 村 

Zorgho コミューン 31 村中 30 村 

Dapelogo コミューン 25 村中 15 村 

       合計 66 村中 51 村（77%） 

指標 4-3：パイロット 3 コミューン

の村落で衛生啓発・教育プログラ

ムの実施者による衛生改善の啓発

活動が毎年６回以上実施される。 

達成状況：村落における衛生改善の啓発活動実績は以下の通り

（数字は、啓発活動が年 6 回以上実施された村落の割合）： 

コミューン名 2010 年 2011 年 2012 年 

Toeghin ﾃﾞｰﾀなし 22% 0% 

Zorgho 28% 49% 23% 

Dapelogo ﾃﾞｰﾀなし 57% 40% 

 

また、小学校における衛生改善の啓発活動実績は以下の通り

                                                        
5 10 項目の衛生行動とは、どこから水を汲んでくるか（水たまり、浅井戸、深井戸）、水を運ぶ道具（たらい、ポリ

タンク）、水を貯める道具（蓋なしのカメ、蓋つきのカメ）、水の保管方法（ろ過なし、ろ過、ろ過と消毒）、飲料水

の取り扱い方法（汲むコップと飲むコップの使い分け）、手洗い方法（バケツで共有、流水、石鹸・流水）、トイレの

有無（なし、伝統型、改良型）、排泄習慣（野外、トイレの使い方）、トイレ清掃の有無・方法、井戸の衛生対策（囲

いなし、あり）、である。 
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（数字は、啓発活動が年 6 回以上実施された小学校の割合）： 

コミューン名 2010 年 2011 年 2012 年 

Toeghin 
活動開始は

2011 年 

84% 16% 

Zorgho 52% 74% 

Dapelogo 74% ﾃﾞｰﾀなし 
 

指標 4-4：公共衛生設備維持管理マ

ニュアルを作成され、公共衛生設

備・行動の管理システムが構築さ

れる。 

達成状況：作成されたマニュアルは指標 4-1 に記載済み。公共

衛生設備（学校・保健センター・市場・公園）の管理システム

（モニタリング）については、学校・保健センターは各々の組

織がモニタリングを行い、市場・公園についてはコミューンが

モニタリングを行うことで合意されている。 

指標 4-5：公共衛生設備維持管理マ

ニュアルに基づき、衛生施設・行

動に係る、モニタリング・評価が

各サイトにおいて年 2 回以上行わ

れる。 

達成状況：村落における衛生施設・行動に係るモニタリング実

績は以下の通り（数字は、モニタリング活動が年 2 回以上実施

された村落の割合）： 

コミューン名 2010 年 2011 年 2012 年 

Toeghin 78% 100% 100% 

Zorgho 59% 78% 93% 

Dapelogo 62% 79% 69% 

 

また、小学校における衛生施設・行動に係るモニタリング実績

は以下の通り（数字は、モニタリング活動が年 2 回以上実施さ

れた小学校の割合）： 

コミューン名 2010 年 2011 年 2012 年 

Toeghin 
活動開始は

2011 年 

95% 100% 

Zorgho 94% 76% 

Dapelogo 85% 82% 

 

なお、これらのモニタリング活動は、プロジェクトの経費によ

り、主に県・コミューンレベルの教育省・保健省・農業水利省

関係者によって実施されている。 

指標 4-6：公共衛生設備（学校等の

公共トイレ）が住民自身によって

維持管理される6。 

達成状況：パイロット 3 コミューンにある 19 の保健センター

のうち、データのない 1 センターを除くすべての保健センター

においてトイレが定期的に清掃されている（95%）。また、小

学校については、データのある 91 校のうち（全部で 105 校）、

89 校においてトイレが定期的に清掃されている（85%）。この

ほか、コミューンが管理している公共トイレが 14 箇所

（Toeghin 5 箇所、Zorgho 5 箇所、Dapelogo 4 箇所）あり、Toeghin

                                                        
6 公共施設（市場等）にある衛生施設はコミューンが、保健センターは保健センターが、学校は学校が管理すること

になっているため、ここでの維持管理主体は住民自身ではなく、コミューンを中心に関係者によって維持管理される、

という解釈を採用する。 
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コミューンとZorghoコミューンの10箇所については定期的に

清掃されている（100%）。 

 

2-2-6 成果５の達成状況 

成果５：各県の DPAH が給水衛生状況のモニタリング・評価を実施し、コミューンに対し支援が

行えるようになる。 

成果５に関し、DPAH が担うモニタリング・評価活動については、8 割以上のスタッフが年 2 回以

上モニタリング活動を実施しており（2012 年）、成果は達成されたと判断できる。また、後半の「コ

ミューンに対し支援が行えるようになる」については、記述に具体性がなく、関連する指標設定もな

いことから、本終了時評価調査においては判断することができない。なお、各指標の達成状況は以下

の通り。 

指標 5-1：2010 年より年 2 回、各

DPAH による村落の給水施設稼働

率、AUE の財務状況、水場委員会

の水料金徴収率及び給水ポンプ修

理業者の給水施設の保守･点検状

況にかかるモニタリング・評価が

実施される。 

達成状況：村落において給水施設管理にかかるモニタリング・

評価活動を年 2 回以上実施した DPAH/DRAH のスタッフ、

ZAT/UAT の割合は以下の通り： 

スタッフ所属先 2010 年 2011 年 2012 年 

DPAH/DRAH（17 名） 2 名 9 名 13 名 

Toeghin（2 名） 2 名 2 名 2 名 

Zorgho（3 名） 2 名 3 名 3 名 

Dapelogo（4 名） 1 名 3 名 2 名 

Absouya（1 名）  1 名 1 名 

Nagréongo（5 名）  4 名 4 名 

Loumbila（6 名）  4 名 5 名 

Ourgou-Manéga（1 名）  1 名 0 名 

Zitenga（5 名）  5 名 3 名 

Ziniaré（5 名）  5 名 5 名 

追加 11 コミューン（合計 32 名） 28 名 

合計 
7/26 

(27%) 

37/49 

(76%) 

66/81 

(81%) 

（括弧内は当該地域に配置されているスタッフ数） 

 

指標 5-2：2010 年より年 2 回、各

DPAH による衛生改善状況にかか

るモニタリング・評価が実施され

る7。 

達成状況：衛生改善状況にかかるモニタリング・評価活動を年

2 回以上実施した行政指導員の割合は以下の通り： 

コミューン名 2010 年 2011 年 2012 年 

Toeghin 38% 77% 83% 

Zorgho 48% 95% 89% 

Dapelogo 42% 85% 94% 

                                                        
7 衛生分野におけるモニタリング・評価は、DPAH のみならず、教育省関係者、保健省関係者の行政指導員が実施す

るので、ここでは、これら全関係者のモニタリング活動を含むものとする。 
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また、衛生改善状況にかかるモニタリング・評価活動が、年 2

回以上実施された村落8の割合は以下の通り： 

コミューン名 2010 年 2011 年 2012 年 

Toeghin 83% 100% 100% 

Zorgho 57% 74% 90% 

Dapelogo 42% 58% 58% 
 

指標 5-3：モニタリング・評価の結

果必要とされた支援・助言のうち

7 割が、各 DPAH の指示に基づき

実施される。 

達成状況：本終了時評価調査に際して、具体的な記録を収集で

きなかったため、達成状況を測ることはできない。 

 

2-3 プロジェクト目標の達成状況 

本中間レビュー調査時点におけるプロジェクト目標の達成状況は以下の通りである。 

プロジェクト目標：対象コミューンの給水施設維持管理状況及び住民の衛生行動が改善される9。 

プロジェクト目標は達成されている。 

対象 9 コミューンにおける給水施設の稼働率は、以下の指標 1 達成状況に示す通り Loumbila コミ

ューン10を除き改善しており、住民の衛生行動についても成果 4 で述べた通り改善している。このた

め、基本的には本終了時評価調査時点においてプロジェクト目標は概ね達成されていると判断できる。

なお、各指標の達成状況は以下の通り。 

指標 1：対象 9 コミューン（ウブ

リテンガ県全コミューン、ガンズ

ルグ県とクルウェオゴ県のパイロ

ットコミューン）の給水施設の稼

働率が現在の 7 割から 8 割に向上

する。 

達成状況：対象 9 コミューンにおける給水施設の稼働率は以下

の通りである： 

コミューン名 2009 年 2012 年 10 月 

Toeghin 89% 93% 

Zorgho 87% 98% 

Dapelogo 83% 89% 

Absouya 75% 87% 

Nagréongo 86% 95% 

Loumbila 81% 73% 

Ourgou-Manéga 76% 98% 

                                                        
8 分母となる村落数には、一部、村／セクターの下部単位である Quartier が含まれている場合もある。これは、セク

ターの規模が大きいことから、Quartier レベルでモニタリングを行う必要があると判断したためである。なお、母数

は、トエゲンが 18、ゾルゴが 42、ダペロゴが 55、である。 
9 給水施設維持管理の改善は対象 9 コミューンが対象地域であるが、衛生行動改善の対象地域はパイロット 3 コミュ

ーンに限られる。 
10 Loumbila コミューンは、首都ワガドグに近く、ダム湖の水を利用した給水施設が比較的整備されつつあることから、

深井戸を必要としない村落が増えていると言われる。このような村落の場合、住民による給水施設の維持管理が必要

とされないことから、給水施設の稼働率は下がるものと考えられる。 



 

2-10 

Zitenga 80% 95% 

Ziniaré 75% 78% 
 

指標 2：追加 11 コミューン（ガン

ズルグ県 7 コミューンならびにク

ルウェオゴ県 4 コミューン）にお

いて、給水施設維持管理システム

改革に基づく実施体制が構築され

る11。 

達成状況：追加 11 コミューンにおいて、2012 年 5 月までに形

成された AUE は 288 組合（99%）である。さらに 3 組合を形

成する予定であるが、終了時評価調査時点においては未形成で

ある12。また、追加 11 コミューンのうち、10 コミューンが 2012

年 12 月までに AUE との間で給水施設運営維持管理にかかる

協定を締結している。協定を締結したのは、10 コミューン 216

村のうち 215 村の AUE である（全体の 74%）。 

指標 3：パイロット 3 コミューン

（ウブリテンガ県、ガンズルグ県

及びクルウェオゴ県のパイロット

コミューン）の住民の、水を取り

巻く衛生行動（10 項目）の少なく

とも 6 割が改善される。 

達成状況：パイロット 3 コミューンの村落における住民の水を

取り巻く衛生行動（10 項目）が 6 割以上改善された村落数は

以下の通り： 

コミューン名 全村落数 改善村落数 

Toeghin 18 11（61%） 

Zorgho 39 31（79%） 

Dapelogo 30 21（70%） 

合計 87 63（72%） 

 注：村落数には、一部、村落の下部単位である Quartier 

（または Secteur）も含まれている。 

 

2-4 上位目標の達成見込み 

本終了時評価調査時点における上位目標の達成見込みは以下の通りである。 

上位目標：中央プラトー地方における保健・衛生環境が改善される。 

本終了時評価調査実施時点において、プロジェクト目標達成の効果として上位目標が達成される可

能性は一定程度見込まれる。 

農業水利省の中央プラトー地方局では、既に 2013 年のプロジェクト C/P 予算として 5,600 万 CFAF

を確保していることから、プロジェクト終了後も当面は普及員（ZAT/UAT）が AUE 支援を継続する

見込みはある13。2014 年以降については、現時点で未定であるが、既に中央プラトー地方局長は農業

水利省に対して予算申請依頼を行っており、セクター財政支援予算（ABS）から資金配分がなされる

可能性は高いと推察される14。このため、プロジェクト終了後も、AUE の活動を通じて深井戸ポンプ

                                                        
11 ①AUE の設立、②AUE とコミューン間での維持管理協定書締結、を以って「実施体制が構築される」と判断する。 
12 未形成の理由は、村落内の各集落（Quartier）が以前より土地の境界線に関して争っていることから、村落レベル

で協調行動が出来ないことにあり、リフォームとは直接関係がない。 
13 プロジェクトの C/P 予算については、C/P の手当ては含まれているものの、普及員による村落訪問のための出張手

当・燃料費は含まれていない。このため、普及員が活動を継続するためには、農業水利省によって当該経費が計上さ

れる必要がある。 
14 農業水利省水資源総局によれば、現在、リフォーム政策は国内全 13 地方において推進されており、このうち、援

助資金が入っていない 10 地方については ABS 資金で実施されている（残りの 3 地方のうち、2 地方はアフリカ開銀、

中央プラトー地方は JICA の資金で実施されている）。中央プラトー地方に関しては、現在、JICA プロジェクトがリ



 

2-11 

が常時稼働し、中央プラトー地方 20 コミューンにおいて住民が安全な水にアクセスできる可能性は

一定程度見込まれる。なお、各指標の達成見込みは以下の通り。 

指標 1：2015 年までに改善された

水源を継続的に利用できる人口の

割合が現在の 7 割から 8 割以上に

なる。 

達成見込み（指標 1 及び指標 2）：両指標は、「組織体制及び修

理体制が整備され、AUE が適切に機能する」「給水施設の

故障がすぐに修理される」「給水施設の常時稼働率が向上

する」「常時稼働する給水施設を利用できる人口が増加す

る（給水施設一ヶ所あたり 300 人）」、という論理に基づく指

標である。組織体制及び修理体制の整備については、成果１

と成果３で示した通り、中央プラトー地方の全 20 コミューン

において整備されつつある。しかし、AUE の能力については、

成果２で示した通り一定程度強化されたものの、対象 9 コミ

ューンにおいて水料金の徴収は困難な状況にあり、さらなる

能力強化が必要である。また、追加 11 コミューンは AUE の

形成が終了した段階であり、本格的な AUE の能力強化はこれ

からである。このため、両指標の達成のためにはプロジェク

ト終了後も普及員によるAUE の能力強化活動が不可欠となる
15。上述した通り、中央プラトー地方局は 2013 年のリフォー

ム予算を確保している。2014 年以降の予算については、現時

点で未定であるものの、確保する可能性もあることから、本

指標の達成は一定程度見込まれる。 

指標 2：2015 年までに給水施設の

常時稼働率が現在の 7 割から 8 割

以上になる。 

指標 3：2015 年までに住民の、水

を取り巻く衛生行動が改善され

る。 

達成見込み：成果４で示した通り、パイロット 3 コミューン

における住民の衛生行動は住民アニメーターの活動等を通じ

て改善されているが、同様の活動を他コミューンで展開する

計画・予算は策定されていない。各 AUE には衛生担当者が任

命されているため、プロジェクト終了後も衛生行動改善のた

めの活動が行われる可能性はあるが、彼らの活動は成果 4 で

実施してきたような衛生活動に比べて限定的であり、また住

民アニメーターの育成計画もないため、パイロット 3 コミュ

ーンと同様の衛生行動改善は見込まれない。このため、本指

標の達成見込みは低い。 

（なお、本プロジェクトでは住民の衛生行動改善活動の対象

地域をパイロット 3 コミューンに絞っており、他の 17 コミュ

ーンに展開する計画は立案していない。） 

 

                                                                                                                                                                                   
フォーム実施を担っているため ABS 資金からの配分はないが、JICA 支援終了後は、ABS 資金によってリフォーム

政策の推進が継続されるものと推察される。 
15 ここで言う能力強化活動とは成果２に関わる取り組みであり、成果５のモニタリングとは異なる。前者は、普及員

が村落を訪問し、住民に対して直接働きかけを行う必要性がある。一方、後者については、Dapelogo コミューンで実

施されているように、AUE 関係者がコミューンに集合して行う会合を通じてデータ収集するという方法もある。 
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2-5 実施プロセス 

2-5-1 活動の進捗状況 

計画されたプロジェクト活動は全般的に計画通り進められており、特段の問題は見られない。 

2-5-2 プロジェクトの実施過程で生じている問題 

（1） AUE における水料金徴収について 

上記 2-2-3 の成果２において、AUE における水料金徴収が課題となっていることを指摘したが、

本終了時評価調査中にインタビューを行った 12 の AUE のうち、2012 年に全員が支払った AUE

は 1 組合、未払い住民が 5-10%であった AUE は 6 組合、全員が未払いだった AUE は 5 組合であ

った（なお、これらの AUE は対象 9 コミューンに属する）。一部住民が未払いだった 6 組合につ

いては、給水施設維持管理制度改革（リフォーム）の意義を理解していないことが未払いの最大

要因であり、普及員を通じてリフォームの意義を周知することが極めて重要であるという指摘が

当該 AUE 役員よりなされた。全員が未払いだった 5 組合うち、2 組合については、2011 年に未払

いだった一部住民が無料で水を利用し続けたことから、2012 年は全住民が水料金支払いを拒否し

た。他の 3 組合について、2012 年は旱魃による農作物の収量減で現金収入が不足したことが背景

としてあり、2013 年は再び水料金の徴収が可能となるだろう、という認識が当該 AUE 役員によ

って示された。以下の表は、このような水料金支払い状況を整理したものである。 

2011 年には、12 組合のうち 9 組合で一部住民が水料金支払いを拒否し、無料で水を利用し続け

るという状況が生じている。この 9 組合のうち、6 組合はモラルハザードを起こすことなく、翌

年も大半の住民が水料金を支払っているが、2 組合については全住民が 2012 年の支払いを拒否し

た。なお、2011 年から全住民が料金を支払い続けている 1 組合では、AUE からの支払い要求を三

度断った場合には、当該住民の水利用を中止させるという罰則を設けている16。 

2010 年 2011 年 2012 年 

対象 9 コミュー

ンでの AUE 形成 

一部住民が水料金未払い（9 組合） 

 住民総会で AUE の意義を説明

するが、全住民が総会に参加し

ている訳ではなく、情報を共有

していない住民もいる 

一部住民が水料金未払い（6 組合） 

 AUE の意義を理解する住民の存在

により、モラルハザードは発生せず 

全住民が水料金未払い（2 組合） 

 AUE の意義を承知している住民も

不公平状態を受け入れず 

全住民が水料金未払い（3 組合） 

 旱魃により収入低く、支払を渋る 
全住民が水料金支払い（3 組合） 

全住民が水料金支払い（1 組合） 

 

以下の図は、AUE による給水施設の維持管理体制を示した模式図である。AUE は行政組織で

はないため、住民から水料金を徴収する権限はなく、基本的に水料金徴収は関係者間の合意に基

                                                        
16 実際、AUE 設立当初には三度支払いを拒んだ住民がいて、AUE はこの住民の水利用を停止させている。なお、当

該 AUE の役員は、現在は普及員（ZAT/UAT）が村を訪問するので水料金徴収が滞りなく行われているが、彼らの村

訪問が途絶えると料金徴収が困難になる、と発言している。 
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づく。従って、AUE の役員は支払いを拒否する住民から水料金を強制的に徴収することは出来な

い17。また、リフォームの位置づけとして、給水施設はコミューンに帰属するものとされている

ことから、基本的には、コミューン行政に水・衛生を担当する人材・予算が配置され、水料金徴

収に関わる AUE 支援を実施するのがあるべき体制であると考えられる。しかし、コミューン行

政による水・衛生分野での取り組みはまだ開始されておらず、現段階ではコミューン行政が水料

金徴収に関わる AUE 支援を直接行うことは困難である。 

 

 

（2） コミューンによる不適切な予算管理 

パイロット 3 コミューンの一つ Toeghin コミューンでは、2012 年に AUE より納付された賦課

金がポンプの点検巡回には使用されなかった。当年のポンプ修理業者による 1 回目の保守巡回は

実施されたが、コミューンからの支払いはなされず、また 2 回目の保守巡回は実施されていない。

このようなコミューンによる不適切な予算管理は、Toeghin 以外にも事例があるため、農業水利省

は実態調査を行い、2012 年 9 月に報告書を完成させた。報告書では、対策として、水・衛生分野

の予算項目を独立させることを推奨している。 

（3） 劣化度の高い給水ポンプについて 

AUE における年間必要徴収金額は、現在、給水ポンプ一基あたり 10 万 CFAF を基準として計

算されている。この金額は日常の小規模な故障に際しては対応可能であるが、対象地域には既に

設置後数十年が経過し、劣化が進んでいる給水ポンプも多く、このようなポンプが大規模な故障

                                                        
17 AUE 役員も村の住民であり、大家族的な風習を持つ村において権限を持たない役員が自らの親戚のような住民に

支払いを強制することは社会通念上難しい。 
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をした際には AUE が修繕費用を全額負担することはできない。（対応策として、政府は、2012 年

に 100 基のポンプ改修工事を実施した。また、2010 年以来、15 年以上経過したポンプの改修費用

をコミューン行政に交付している。） 

2-5-3 コミュニケーション・モニタリング 

プロジェクト関係者間のコミュニケーションは良好である。プロジェクトの進捗に関する情報は関

係者間で共有され、状況認識にも基本的に差異がない。 

モニタリングについては、以下の通り、中央レベルにおいてプロジェクト合同調整委員会がこれま

でに五回開催され、活動報告及び計画・予算が協議されている。また、地方レベルでは、農業水利省

中央プラトー地方局（DRAH）が招集する月例会において、プロジェクト対象地 3 県の水担当者がプ

ロジェクト活動の進捗報告を行うと同時に、日本人専門家がマネージメント等に関わる諸事項を報告

している。 

  主な討議事項 

第一回 2010 年 1 月 25 日 2010 年の活動計画・予算計画 

第二回 2010 年 9 月 8 日 2010 年上半期活動報告、2010 年下半期活動計画 

第三回 2011 年 1 月 26 日 2010 年下半期活動報告、2011 年活動計画・予算計画 

第四回 2011 年 9 月 28 日 2011 年上半期活動報告、中間レビュー調査結果報告 

第五回 2012 年 2 月 2 日 2011 年下半期活動報告、2012 年活動計画・予算計画 

 

2-5-4 中間レビュー調査における提言への取り組み状況 

以下の表は、中間レビュー調査で行われたプロジェクトに対する提言と、これまでの取り組み状況

を取り纏めたものである。 

提言 取り組み状況 

衛生行動改善のた

めの活動 

本プロジェクトの目標はパイロット 3 コミューンにおける住民の衛生行動改

善である。これまでのプロジェクト活動を通じて、既に住民の衛生行動には

変化が生じており（手洗い習慣、トイレ使用、井戸周り清掃、等々）、これら

の行動の大半は住民アニメーターの積極的な活動がなくとも習慣化していく

と考え、プロジェクト終了後に備えて特に住民アニメーターのモチベーショ

ンを維持する仕組みを改めて構築する必要はないと判断した。他方、新しい

衛生行動が習慣として定着するためには、育成された住民アニメーターがプ

ロジェクト終了後も活動を続けることが望ましく、このため、コミューン行

政は、農業水利省、国民教育・識字化省、保健省などの関係省庁と連携して、

例えば衛生コンクールの開催など、住民アニメーターの意欲を維持する活動

を支援することが望まれる。また、学校における衛生活動については、教員

が継続的に実施していくものと判断した。なお、上位目標は「中央プラトー

地方における保健・衛生環境が改善される」とされているが、本プロジェク

トではパイロット 3 コミューンの活動を他コミューンへと展開する計画は立
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てていない。 

対象コミューンの

拡大 

追加 11 コミューン（248 村）において活動を開始し、これまでに 245 村で 288

の AUE が形成された。 

プロジェクト終了

後の持続性の確保 

現在、2013 年のリフォーム予算は確保されているが、2014 年以降については、

中央プラトー地方局によってセクター財政支援予算への申請が行われている

ものの、予算確保については未定である。 
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第3章 評価 5 項目による評価結果 

3-1 妥当性 

本プロジェクトは、「ブ」国の開発政策及び日本の対「ブ」国援助方針との整合性、安全な飲料水

及び衛生設備へのアクセスという国内ニーズとの合致、さらにはプロジェクトのデザインの適切さと

いう観点から見て、妥当性は高い。 

「ブ」国政府は、2000 年第 514 号政令において「村落・準都市部の飲料水供給施設の管理制度改

革枠組文書」を採択した。これにより、中央政府が主導してきた給水施設の建設及び維持管理の権限

をコミューン行政へ移譲する給水施設維持管理制度改革（リフォーム）が開始された。2006 年には、

飲料水・衛生セクターの開発枠組計画である「飲料水供給・衛生国家計画（PN-AEPA）」を策定し、

農村部における飲料水供給率を 2005 年の 52%から 2015 年には 76%へ増加させ、また衛生設備利用

率を 2010 年の 0.8%から 2015 年には 5%へ増加させる（2010 年に改訂）という目標を掲げた。本プ

ロジェクトは、実質的に中央プラトー地方においてリフォームを実施する事業であり、その結果とし

て飲料水供給率を向上させ、かつ住民の衛生行動を改善することを目指していることから、「ブ」国

の開発政策及び国内ニーズに直接貢献するものである。 

「政府開発援助（ODA）国別データブック 2011」によると、水・衛生分野は、日本の対ブルキナ

ファソ国援助重点分野の一つである。特に、貧困削減の観点から農村部における貧困農民の基礎生活

分野を重視しており、個々の農家の安全な飲料水及び衛生行動改善に直接貢献し得る本プロジェクト

はこの基本方針に合致していると言える18。 

本プロジェクトのデザインは、１）AUE の能力強化、AUE・コミューン行政・修理業者間の連携

を通じて給水ポンプの修理体制を整える、２）住民の衛生行動を改善する、という二本柱に加え、３）

これらの活動推進のため農業水利省の現場事務所が AUE 及びコミューン行政を支援する、という構

成になっている。リフォームは、設置されて間もないコミューン行政に給水施設の維持管理権を移譲

するものであるから、既存の普及体制（農業水利省の現場普及員）を利用して施設維持管理の体制整

備及び AUE・コミューン行政の能力強化を図るというデザインは適切である。 

3-2 有効性 

プロジェクト目標の達成見込みという観点から見て、有効性は高い。 

AUE を主体とした給水ポンプの維持管理体制は、対象 9 コミューンにおいて機能しており、リフ

ォーム導入前と比較して給水稼働率は向上している。また、パイロット 3 コミューンにおける住民の

衛生行動も着実に改善している。さらには、追加 11 コミューンにおいても AUE の形成は成功裏に完

了している。このように、本終了時評価調査時点において、プロジェクト活動の実施及び成果の達成

を通じてプロジェクト目標は既に達成されている。 

プロジェクト目標達成の貢献要因としては、本プロジェクトが水分野の国家政策である「リフォー

                                                        
18 但し、本終了時評価調査時点において、水・衛生分野はブルキナファソ国における重点分野から外れている。 
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ム」を中央プラトー地方で実施する事業であったことから、C/P が幹部から現場普及員に至るまで組

織的に高いコミットメントを持ってプロジェクト活動に取り組めたことが挙げられる。また、AUE

形成を担ったローカルコンサルタントである ANTEA Burkina Faso 社が、既に北部地方においてリフ

ォーム政策の実施に関与した経験を持っていたために適切な研修を実施できたことも重要な要因と

して指摘できる。 

3-3 効率性 

投入の実施状況及び活用という観点から見て、効率性はやや高い。 

基本的に投入は計画通り実施され、AUE の形成、ポンプ修理工を中心とした修理体制の整備、住

民の衛生行動改善、DPAH によるモニタリング・評価活動に関わる成果は達成されている。また、対

象 9 コミューンにおける AUE の能力強化も一定程度達成されている。水料金徴収については未だ十

分な状況にはないが、金銭に絡む行動変容は、より長い時間軸で捉えるのが適当と考えられる。 

3-4 インパクト 

上位目標の達成見込み及び波及効果という観点から見て、インパクトはやや高い。 

本終了時評価調査時点において、AUE は機能し、給水ポンプの稼働率は向上しているが、2015 年

の時点で深井戸にアクセスできる住民の割合及び給水ポンプの稼働率が中央プラトー州レベルで改

善するためには、プロジェクト終了後も普及員（ZAT/UAT）による AUE 支援が継続されることが不

可欠である。現在、2013 年のリフォーム実施予算はプロジェクトの C/P 予算として一部確保されて

いるが、2014 年以降については、中央プラトー地方局によってセクター財政援助予算への申請が行

われているものの、予算確保については未定である。また、衛生活動については、対象がパイロット

3 コミューンに絞られており、中央プラトー地方全域に展開する計画・予算は策定されていないため、

地方全体として住民の衛生行動が改善されることは見込まれない。 

また、波及効果として、本プロジェクトで作成した衛生啓発・教育教材が衛生・汚水・廃棄物総局

の意向によって全国的に普及していくことが計画されている。このため、衛生・汚水・廃棄物総局は、

国内全 13 地方の関係行政機関及びドナー・NGO の参加を得てワークショップを開催し、当該教材の

内容に関する情報を共有した上で改訂のためのフィードバックを収集した。今後は、フィードバック

を基に教材の改訂を行い、全国に教材を配布する予定である。また、水資源総局においても、総局長

をはじめとする総局幹部が本プロジェクトの成果を高く評価しており、本プロジェクトが現在作成し

ているマニュアルを改訂する形でリフォーム推進に関わる全国版のマニュアルを策定し、全国に普及

していく意向を持っている。なお、負のインパクトは特に観察されていない。 

3-5 持続性 

協力終了後におけるプロジェクト効果の発現維持という観点から見て、持続性は中庸である。 

政策面に関し、「ブ」国政府が進めているリフォームは、今後も村落の給水セクターにおける主要

政策として推進され続けるものと推察される。 

技術面に関し、給水ポンプの修理自体は既に長年にわたって地域の修理工が担ってきており、本プ
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ロジェクトを通じて実施された諸研修による技術力改善を含め、特段の課題は見られない。また、住

民の衛生行動については、例えば手洗い、トイレ使用、井戸周り清掃など、既に変容していることが

確認されている。しかし、積極的な住民アニメーター及び教員による働き掛けが継続しない場合には、

新たな行動様式が定着すると断定することは難しく、当該行動が習慣化する可能性は見込まれるもの

の、現段階で持続性が担保されているとは判断できない。 

組織・財政面について、既に繰り返し述べた通り、AUE の能力強化はまだ十分な水準に達してお

らず、またコミューン行政による AUE の支援体制も整備されていない。AUE の組織的持続性は、リ

フォームに対する理解が住民の間で共有されることによって成立するが、本プロジェクトの対象 9

コミューンでは、リフォーム導入後、実質的に二年しか経過していないため、大半の AUE ではリフ

ォームを理解しない住民が一定数存在する。彼らは、水料金を支払わずに水を利用することから、他

の住民の支払い意欲を減退させる。このような状態が継続すると、AUE が水料金を徴収できず、ポ

ンプ修理が滞り、結果として安全な水へのアクセスが断ち切られる。このため、全住民がリフォーム

に対する理解を共有する段階に達するまでは、普及員（ZAT/UAT）による AUE 支援が欠かせない。

2013 年については既に中央プラトー地方がリフォーム予算（普及員活動予算）を確保しているもの

の、2014 以降については未定である。また、コミューン行政の体制構築についても、政府の予算制

約があることから時間がかかるものと見込まれる。従って、本終了時評価調査時点において組織面で

の持続性が確保されていると判断することは出来ず、今後も更なる組織強化支援が必要である。 
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第4章 結論 

本プロジェクトの実施を通じて、中央プラトー地方の全 20 コミューンにおいて AUE が形成され、

このうちの対象 9 コミューンにおいてコミューン行政と AUE、コミューン行政と修理業者間で給水

施設の維持管理及び修理に関する契約が締結された。また、給水施設の維持管理及び修理に関する

AUE 及び修理業者の能力が強化された。但し、AUE の能力は期待された水準に達している訳ではな

く、支払い能力のあるすべての住民がリフォームの意義を理解し、AUE が水料金を適切に徴収でき

るよう引き続き能力強化が必要である。また、対象コミューンのうちのパイロット 3 コミューンでは、

住民の衛生行動が改善された。モニタリングに関しては、農業水利省の普及員（ZAT/UAT）による

AUE 訪問を通じた情報収集・助言などの活動が実施されるようになった。これらの成果は、C/P で

ある農業水利省水資源総局及び衛生・汚水・廃棄物総局の幹部より極めて高い評価を得ており、総局

として、本プロジェクトの成果を基に教材・マニュアルを策定し、全国的に普及していく意向である

ことが示されている。 

評価 5 項目については、妥当性・有効性が高く、効率性・インパクトはやや高いと判断した。持続

性については、AUE の能力強化のため引き続き普及員による支援が必要であるものの、本終了時評

価調査時点では普及員支援に関する 2014 年以降の予算措置が不透明であること、及び、コミューン

行政による AUE 支援体制が整備されていないことから、中庸であると判断した。よって本プロジェ

クトはプロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成見込みであり、予定通り終了することが適切で

あると判断する。 
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第5章 提言と教訓 

5-1 提言 

評価結果を踏まえ、本終了時評価調査団はプロジェクト関係者に対して以下の提言を行う。 

 プロジェクト成果の共有 

本プロジェクトでは、AUE 形成や衛生行動改善の方法論など、リフォーム実施プロセスにおいて

必要となる有用な知見を生み出している。そして、これらの知見をマニュアルとして取り纏めるべく、

既に作業が進められている。プロジェクト関係者は、これらの知見が各地方におけるリフォーム実施

主体と着実に共有され、有効活用されるよう、プロジェクト成果及びマニュアル作成に関する情報を

関係機関に対して伝達していくことが期待される。また、今後のリフォーム実施の中で現れる課題に

対する解決方法についても、Lessons Learned の形でマニュアルに取り込まれていくことが期待される。 

 2014 年以降の予算確保に向けた働きかけ 

上述した通り、AUE が組織的持続性を確保するためには、全住民がリフォームの意義を共有し、

支払い能力を持つ全住民による水料金支払いが習慣化するまで、普及員（ZAT/UAT など）による村

落訪問を通じた啓蒙活動が必要である。プロジェクト終了後、2013 年については既に ZAT/UAT の活

動支援予算が確保されているが、2014 年度以降の予算確保については今後の課題となっている。水

資源総局をはじめとする農業水利省関係部局は、2014 年度以降についても中央プラトー地方におけ

るリフォーム予算が確保されるよう関係諸機関に対して働きかけを行うことが期待される。 

 衛生啓発を担う住民アニメーターへのインセンティブ 

パイロット 3 コミューンの各村落では、既に住民の衛生行動が変容しているが、新しい衛生行動が

習慣として定着するためには、育成された住民アニメーターがプロジェクト終了後も活動を続けるこ

とが望ましい。このため、コミューン行政は、農業水利省、国民教育・識字化省、保健省などの関係

省庁と連携して、例えば衛生コンクールの開催など、住民アニメーターの意欲を維持する活動を支援

することが望ましい。 

 衛生啓発活動の拡大 

プロジェクトで作成された衛生啓発マニュアルは、今後、全国普及版として改訂される予定である

が、今後は同マニュアルの活用を通じて、他コミューンや他州において衛生啓発活動が実施されるこ

とを期待する。また、学校レベルでの衛生活動については、国民教育・識字省と連携しつつ、学校運

営委員会を活用した衛生啓発活動の実施が望ましく、これらの活動に対する衛生・汚水・廃棄物総局

からの予算措置が期待される。 

 コミューンの能力強化 

コミューン行政に関しては、一部でドナー／NGO の資金支援によって水・衛生課が設置されてい

るものの、コミューン予算による水・衛生分野での人材配置及び活動実施はまだ行われていない。リ

フォームは、本来、コミューンに対して給水施設維持管理権を移譲するものであるため、今後は、関

係各機関がコミューンにおける水・衛生分野の担当課設置・人材配置・予算配分に向けた支援を行う

ことが望まれる。その際、中央政府から派遣されているフォーカルポイントなど、既存の有為な人材
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を活かすことが期待される。 

5-2 教訓 

本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用し得ると考えられる教訓は以下のとおりであ

る。 

 人々の習慣及び行動の変容を必要とするプロジェクトは成果産出までに時間を要する 

本プロジェクトは、形式的には、水管理組合を形成して組合による給水施設の維持管理を推進する

ものであるが、住民の立場から見ると、「井戸水はタダで、近所の人々で利用するもの」という習慣

の中で生活してきた彼らに対して、「井戸水は有料で、村落全体で管理するもの」という新たな認識・

行動様式を求めるものであると捉えることが出来る。このような人々の行動変容を必要とするプロジ

ェクトは、人々が新しいメカニズムの意義を理解し、かつ日常の習慣として定着することで持続性を

確保することが出来ると考えられるが、これには時間がかかる（5 年程度のプロジェクト期間は最低

限必要であると思われる）。 

本終了時評価調査では、AUE による水料金の徴収が十分に出来ていないため、成果２については

達成されたという段階には達していない、と判断された。しかし、対象 9 コミューンの AUE が、水

料金の徴収を含め、実質的に給水施設管理活動を開始したのは 2011 年からであり、水料金の徴収と

いう金銭に絡む行動様式を二年という期間（すなわち、水料金の徴収二回）で変容させるのは容易な

ことではない。従って、このような人々の習慣や行動の変容を前提とする成果は、行動変容を前提と

しない成果よりも長い時間軸で成果産出を捉えるべきである。 

 本邦研修の多面的な意義 

農業水利省幹部による本邦研修の成果については、C/P 及び専門家の双方から大変に高い評価が与

えられた。これは、本邦研修中、日本人専門家が C/P と共に行動し、プロジェクトの意義や内容につ

いて意見交換を行い、高い水準で共有出来たことによるが、その結果、両者間の意思疎通は格段に高

まり、プロジェクト運営が大変にスムーズになった。ブルキナファソ国内でも同様な意見交換は行わ

れていたが、本邦研修中によるコミュニケーションという状況設定が効果をもたらしたものと思われ

る。 



添付資料１ 

A1-1 

 
調査日程 

 
月日 曜日 評価分析、通訳 JICA 団員 

1 月 24 日 木 
Haneda 01:30 --> Paris 06:20 (AF283), Paris 

10:55 --> Ouagadougou 17:40 (AF548) 
 

1 月 25 日 金 JICA 事務所及び専門家との打ち合わせ  

1 月 26 日 土 データ整理  

1 月 27 日 日 データ整理  

1 月 28 日 月 
AM:MAH-DGRE 表敬、DGAEUE 表敬 

PM:DRAH/PCL 表敬、合同評価メンバーと打合せ 
 

1 月 29 日 火 
AM:Toeghin にて聞き取り 

PM:Bousse にて聞き取り 
 

1 月 30 日 水 
AM:Zorgho にて聞き取り 

PM:Zam にて聞き取り 
 

1 月 31 日 木 
AM:PACOGES 専門家への聞き取り 

PM:Dapelogo にて聞き取り 
 

2 月 1 日 金 
AM:Ziniare にて聞き取り 

PM:Zitenga にて聞き取り 
 

2 月 2 日 土 報告書作成  

2 月 3 日 日 報告書作成  

2 月 4 日 月 
AM:DRAH/PCL への聞き取り 

PM:専門家への聞き取り 

Haneda 01:30 --> Paris 06:20 (AF283),  

Paris 10:55 --> Ouagadougou 17:40 (AF548)

2 月 5 日 火 
AM:JICA 事務所にて打合せ 

PM:合同評価メンバーとの打合せ、専門家への聞き取り 

2 月 6日 水 
AM:MAH-DGRE 表敬、MAH-DGAEUE 表敬、AFD への聞き取り 

PM:世界銀行への聞き取り、GIZ への聞き取り 

2 月 7日 木 
AM:DRAH/PCL 表敬、Dapelogo サイト視察 

PM:調査結果に関する団内協議 

2 月 8日 金 
報告書に関する合同評価メンバーとの協議 Ameli-eaur サイト視察 

農業水利省事務次官表敬 

2 月 9日 土 団内打ち合わせ 

2 月 10 日 日 団内打ち合わせ 

2 月 11 日 月 合同評価メンバー打ち合わせ、ミニッツ協議 

2 月 12 日 火 合同評価メンバー打ち合わせ ONEA 研修センターでの聞き取り 

2 月 13 日 水 JCC 開催、日本大使館報告 

2 月 14 日 木 
ミニッツ署名、JICA 事務所報告 

Ouagadougou 21:10 AF547 

2 月 15 日 金 移動（→Paris 着 06:00、Paris 発 11：00 AF282） 

2 月 16 日 土 羽田着 06：55 
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主な面談者 

 
1. 農業水利省A 
M. Jacob OUEDRAOGO 事務次官 
M. Ousseini THANOU 水資源総局 総局長 
M. BINGBOURE Jean Mathieu 水資源総局 飲料水局長 
Marie SONDO 衛生・汚水・廃棄物総局 総局長 
Josephine OUEDRAOGO 衛生・汚水・廃棄物総局 衛生技術及び建設物開発局長 
Mme. TAPSOBA Gisèle 中央プラトー地方局長 
 
2. 日本大使館 
迫 久展 公使参事官 
遠藤聡子 専門調査員 
 
3. JICA 事務所 
森下拓道 所長 
岡田 綾 事務所員 
Gansore Cheik Assane Moctar プログラム担当 
 

                                                 
A 2013 年 1 月初頭、農業水利省は農業省と水・水利・衛生省に分離されたが、本報告書では農業水利省として記

述する。 





プロジェクトの要約 外部条件

(上位目標)

(プロジェクト目標)

・ 技術を習得した職員が勤務を継続する。

・ 技術を習得した職員が勤務を継続する。

・ 給水施設の所有権がコミューンに移譲され
る。

PDM

• プロジェクト終了時までに、11追加コミューンの7割以上のAUEが水料金の徴収・会計管理など
の活動を開始する。

・ モニタリング評価報告書
・ コミューンに提出される給水ポンプ
修理業者報告書

･ プロジェクトの活動報告
・ 研修を受講した職員へのアンケート
・ モニタリング評価報告書
・ コミューンに提出されるAUE活動報
告書

・ 現在の水源が確保される。
・ 給水施設維持管理システム改革に関する
政策が変更されない。
・ 給水システムの給水能力が現在のレベル
を下回らない。
・ 農業・水利省県局（DPAH）やコミューンが、
ZAT及びUATとともに啓発活動を行う人員及
び予算面での体制を保証する。

・ 給水施設の管理システム改革に関
する報告
･ 農業・水利・水資源省水資源総局・
衛生汚水排泄物総局（DGRE・
DGAEUE）作成インベントリ

･ プロジェクトの活動報告

・ AUE許認可証明書

・ コミューン-AUE間の給水施設維持
管理委託協定

・ AUE許認可証明書

2. 村落組織の給水施設運営維持管
理能力が強化される。

･ プロジェクト報告書
･ 作成されたマニュアル・ツール
・ モニタリングシートならびに報告書

5. 各県のDPAHが給水及び衛生状
況のモニタリング・評価を実施し、コ
ミューンに対し支援が行えるようにな
る。

•　 2010年より年2回、各DPAHによる村落の給水施設稼働率、AUEの財務状況、水場委員会の水
料金徴収率及び給水ポンプ修理業者の給水施設の保守･点検状況にかかるモニタリング・評価
が実施される。

･ プロジェクト報告書
・ モニタリングシート

•  2010年より年2回、各DPAHによる衛生改善状況にかかるモニタリング・評価が実施される。 ･ プロジェクト報告書
・ モニタリングシート

•　モニタリング・評価の結果必要とされた支援・助言のうち7割が、各DPAHの指示に基づき実施さ
れる。

･ プロジェクト報告書
・ モニタリングシート

･ パイロット3コミューンの村落で衛生啓発・教育プログラムの実施者による衛生改善の啓発活動
が毎年６回以上実施される。

･ 公共衛生設備維持管理マニュアルを作成され、公共衛生設備・行動の管理システムが構築さ
れる。

･ 公共衛生設備維持管理マニュアルに基づき、衛生施設・行動に係る、モニタリング・評価が各サ
イトにおいて年2回以上行われる。

･ 公共衛生設備（学校等の公共トイレ）が住民自身によって維持管理される。

・ 研修報告書

・ モニタリングシート

・ 作成されたマニュアル
・ モニタリングシート

・ プロジェクト報告書
・ モニタリングシート

•　スペアパーツの交換に必要な情報（店舗情報、発注手順）を中央プラトー地方全20コミューンが
所有している。

•　軽微な修理にかかる期間が1ヶ月以内に短縮される。

4. 中央プラトー地方のパイロット3コ
ミューンにおける村落住民の衛生行
動が改善される。

• 衛生改善の啓発・教育プログラム及びマニュアルが作成される。

3. 給水施設運営維持管理にかかる
スペアパーツ供給及び修理体制が
改善される。

• 2012年10月までに、3パイロットコミューンおよび6ウブリテンガ県のコミューンにおいて、給水ポ
ンプ修理業者がコミューンより要請された保守・点検件数の6割以上に対応できるようになる。

・ モニタリング評価報告書

• パイロット3コミューンの村落で衛生啓発・教育プログラムの実施者(教員、保健所員、行政機関
の衛生担当者、住民アニメーター)が600名以上育成される。

・ AUE許認可証明書

･ プロジェクト報告書
・ 給水施設インベントリ（INOH）
･ 活動モニタリングシート

・ コミューン-AUE間の給水施設維持
管理委託協定

• プロジェクト終了時までに、パイロットコミューン以外のコミューンの7割以上のAUEがコミューン
に対し水料金の賦課金を支払えるようになり、7割以上の水場委員会が必要な水料金の7割を徴
収できるようになる。

• 2013年2月までに、対象コミューンと同コミューンの8割の給水ポンプ修理業者との間で、保守・
点検にかかる委託契約が締結される。

･ プロジェクト報告書
･ 活動モニタリングシート

・ コミューン-AUE間の給水施設維持
管理委託協定

・ コミューン-給水ポンプ修理業者間
の保守・点検巡回契約

・ 研修を受講した職員が継続的にプロジェク
トの活動に介入する。

• 2012年12月までに、追加11コミューンと同コミューンの１ＡＵEとの間で、給水施設運営維持管理
にかかる協定が締結される。

• 2011年11月末までに、ウブリテンガ県のパイロットコミューンの7割以上のAUEがコミューンに対
し水料金の賦課金を支払えるようになり、7割以上の水場委員会（CPE等）が必要な水料金の7割
を徴収できるようになる。

対象コミューン（ウブリテンガ県全コ
ミューン、ガンズルグ県とクルウェオ
ゴ県のパイロットコミューン）の給水
施設の維持管理状況及び住民の衛
生行動が改善される。

• 対象9コミューン（ウブリテンガ県全コミューン、ガンズルグ県とクルウェオゴ県のパイロットコ
ミューン）の給水施設の稼働率が現在の7割から8割に向上する。

• パイロット3コミューン（ウブリテンガ県、ガンズルグ県及びクルウェオゴ県のパイロットコミューン）
の住民の、水を取り巻く衛生行動（10項目）の少なくとも6割が改善される。

• 2012年5月までに、追加11コミューンのAUEが形成される。

中央プラトー地方における保健・衛
生環境が改善される。

• 2015年までに改善された水源を継続的に利用できる人口の割合が現在の7割から8割以上にな
る。

• 2011年6月までにウブリテンガ県のパイロットコミューン以外のコミューンのAUEが形成される。

• 2012年2月までにウブリテンガ県のパイロットコミューン以外のコミューンと同コミューンの8割の
AUEとの間で、給水施設運営維持管理にかかる協定が締結される。

• 2015年までに給水施設の常時稼働率が現在の7割から8割以上になる。

• 2015年までに住民の、水を取り巻く衛生行動が改善される。

• 追加11コミューン（ガンズルグ県7コミューンならびにクルウェオゴ県4コミューン）において、給水
施設維持管理システム改革に基づく実施体制が構築される。

指標の入手手段

1. 対象コミューンで維持管理システ
ムの改革に則った組織体制が整う。

• 対象コミューンの9割以上のZAT・UAT普及員が研修を受講し、8割以上の普及員が確認テスト
に合格する。

(成果)

0. PDMの指標が確定する。

•　2010年5月末までに、パイロット3コミューンのAUEが形成される。

• 2011年2月までにパイロット3コミューンと同コミューンの8割の水利用者組合（AUE）との間で、給
水施設運営維持管理にかかる協定が締結される。

指標
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5-3) 各DPAHが技術面での情報提供及び技術者の派遣等を行う関係
機関の支援体制を構築する。

2-1)　パイロットコミューンのZAT・UAT等が、同コミューンのAUEに対す
る会計・財務管理業務、及び、水場委員会に対する水料金徴収を支援
する。

2-3) 11追加コミューンのZAT・UAT等が、それぞれのコミューンのAUEが
実施する会計・財務管理業務、及び、水場委員会に対する水料金徴収
を支援する。

3-1)　各県のDPAH等がポンプ種別スペアパーツ販売店の所在とその
在庫状況を調査し、スペアパーツ供給にかかる問題点を抽出する。

4-3)　衛生啓発・教育の実施者がパイロットコミューンの村落・小学校
で、衛生改善の啓発・教育プログラムを実施する。

1-10) ウブリテンガ県のパイロットコミューン以外のコミューンについて、
ZAT・UAT等がコミューン-AUE間の協定及びコミューン-修理業者間の
委託契約締結を促進する。

ブルキナファソ側

●カウンターパートの配置
●補助的人材(秘書、経理、ドライバー、ガードマン等）の雇用
●専門家及びプロジェクトスタッフのための事務所スペースと光熱費
●資料・情報の提供
●衛生設備整備に必要な一部の資材

3-2)　各県のDPAH等がスペアパーツ供給にかかる問題点の改善策に
基づき、スペアパーツの購入に必要な情報と手段を整理しとりまとめ、
全コミューンに共有する。

3-3) 各県のDPAH等が給水ポンプ修理業者に対し給水ポンプ修理の講
習を行う。

4-1)　MAHの衛生汚水排泄物総局が保健及び基礎教育･識字化地方
局と協力し、既存の衛生啓発プログラム及び実施体制を参考にしつつ、
衛生改善の啓発・教育プログラム及び教材を作成する。

4-2)　保健及び基礎教育･識字化地方局がパイロットコミューンにおい
て、衛生啓発・教育の実施者(学校教員、保健所員、行政機関の衛生担
当者、住民アニメーター等)に対し4-1)で作成した教材に基づき研修を行
う。

4-4)　 保健及び基礎教育･識字化地方局と共に公共衛生設備維持管
理マニュアルを作成する(このマニュアルにより公共衛生設備が管理さ
れているかチェックをするシステムを構築する)。

4-5)　衛生啓発・教育の実施者が公共衛生設備を維持管理する住民組
織の形成を支援する。

5-1) 各DPAHが給水及び衛生改善状況にかかる情報収集が必要な項
目のリスト、データ記入用のフォーム等を作成する。

5-2)　対象コミューンがAUEから給水及び衛生改善状況に係る情報を収
集し、DPAHに報告する。

1-4) DPAHがZAT・UATに対し研修の確認テストを実施する。

1-5) 3県からパイロットコミューンを各1箇所選定する。

1-6) ZAT・UAT等がパイロットコミューンにおける給水施設運営維持管
理の方針について啓発活動を支援する。

1-7) ZAT・UAT等が、パイロットコミューンでAUEを形成を支援する。

1-8) パイロットコミューンのZAT・UAT等がコミューン-AUE間の協定及び
コミューン-修理業者間の委託契約締結を促進する。

1-9) ウブリテンガ県のパイロットコミューン以外のコミューンについて、
ZAT・UAT等がAUEを形成を支援する。

1-12) 11追加コミューンについて、ZAT・UAT等がコミューン-AUE間の協
定締結を促進する。

2-2) パイロットコミューン以外のZAT・UAT等が、それぞれのコミューン
のAUEが実施する会計・財務管理業務、及び、水場委員会に対する水
料金徴収を支援する。

(活動) (投入) 外部条件

0-1)　プロジェクト開始時における対象3県の給水率、施設稼働率、衛生
設備普及率、マニュアル等の整備状況等を確認するため、ベースライン
調査を実施する。

日本側

●専門家派遣
1. チーフアドバイザー(組織能力強化/村落給水)
2. 衛生管理
3. 給水施設運営維持管

●ローカルコンサルタント・ＮＧＯとの活動契約(ZAT及びUATと共同での村落に
対する組織形成促進活動)
●機材供与：車両及び広報に必要な機材
●現地活動費：ベースライン調査費、給水施設運営維持管理の研修実施費、
公共衛生設備整備費用

1-1) 0-1)の調査結果を踏まえ、農業・水利省中央プラトー地方局
（DRAH/PCL）が技術支援ゾーン/技術指導ユニット（ZAT/UAT）に対す
る研修計画を立てる。

1-2) 研修計画に基づき、必要に応じ、既存のマニュアルを改訂する。

1-3) 3県で活動しているZAT・UATに対し、DPAHが給水施設運営維持
管理能力強化プログラムの研修を実施する。

1-11) ZAT・UAT等が、11コミューンでAUE形成を支援する。
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投入実績 

１．日本側投入 
(1) 専門家派遣 
専門家氏名 指導科目 派遣期間（第 4 年次は予定含む） 

小野健 総括・組織能力強化１・村落給水 第 1 年次： 2009 年 8 月 1 日-12 月 13 日 
 2010 年 1 月 12 日-3 月 15 日 
 2010 年 4 月 12 日-5 月 26 日 
第 2 年次： 2010 年 7 月 4 日-7 月 9 日 

 2010 年 8 月 1 日-10 月 29 日 
 2010 年 11 月 23 日-12 月 23 日 
 2011 年 1 月 23 日-5 月 1 日 
第 3 年次： 2011 年 8 月 8 日-11 月 19 日 
 2012 年 1 月 4 日-4 月 2 日 
 2012 年 4 月 21 日-6 月 29 日 
第 4 年次： 2012 年 8 月 27 日‐11 月 12 日 
 2013 年 1 月 7 日‐3 月 4 日 

2013 年 3 月 17 日‐4 月 30 日 
大野明子 衛生改善計画・教育１ 第 1 年次： 2009 年 10 月 1 日-5 月 19 日 

 （12 月 16 日-1 月 5 日は一時帰国） 
第 2 年次： 2010 年 8 月 23 日-12 月 2 日 

2011 年 1 月 4 日-5 月 1 日 
杉本記久恵 衛生改善計画・教育２ 第 1 年次： 2009 年 8 月 12 日-10 月 10 日 

2010 年 4 月 12 日-5 月 5 日 
深林真理 衛生改善計画・教育１ 第 3 年次： 2012 年 4 月 22 日-6 月 29 日 

第 4 年次： 2012 年 8 月 27 日-10 月 5 日 
 2013 年 1 月 14 日-2 月 17 日 

2013 年 4 月 1 日-4 月 30 日 
西山範之 衛生改善計画・教育２ 第 3 年次： 2011 年 8 月 8 日-10 月 6 日 

2011 年 12 月 20 日-2012 年 1 月 12 日 
高見沢清子 給水施設運営維持管理１ 第 1 年次： 2010 年 1 月 25 日-2 月 23 日 

 2010 年 4 月 25 日-5 月 24 日 
第 2 年次： 2010 年 9 月 25 日-10 月 24 日 
 2011 年 2 月 6 日-3 月 7 日 
第 3 年次： 2011 年 8 月 13 日-8 月 31 日 
 2011 年 10 月 17 日-11 月 17 日 
 2012 年 1 月 29 日-3 月 7 日 
 2012 年 5 月 2 日-5 月 31 日 
第 4 年次： 2012 年 9 月 23 日‐10 月 8 日 
 2013 年 1 月 26 日‐2 月 9 日 

2013 年 3 月 15 日‐4 月 13 日 
末広直子 給水施設運営維持管理２ 第 1 年次： 2009 年 11 月 24 日-12 月 23 日 

第 2 年次： 2011 年 2 月 26 日-3 月 12 日 
2011 年 3 月 31 日-4 月 14 日 

小塚渚 給水施設運営維持管理２ 第 4 年次： 2012 年 6 月 30 日-8 月 28 日 
2013 年 2 月 1 日-3 月 23 日 

菅井純 組織能力強化３ 第 3 年次： 2011 年 12 月 20 日-2012 年 1 月 31 日
2012 年 3 月 2 日-6 月 29 日 

冨塚孝則 業務調整/組織能力強化２ 第 2 年次： 2010 年 8 月 1 日-11 月 10 日＊ 
 2011 年 1 月 4 日-2011 年 2 月 2 日 
 2011 年 3 月 20 日-4 月 30 日 
第 3 年次： 2012 年 4 月 1 日-6 月 29 日 
第 4 年次： 2012 年 9 月 23 日-11 月 30 日＊ 

2013 年 3 月 17 日-4 月 30 日 
江刺和広 業務調整/組織能力強化２ 第 1 年次： 2009 年 8 月 1 日-12 月 13 日 
石井綾乃 業務調整/研修監理 第 4 年次： 2012 年 10 月 2 日-2012 年 11 月 30 日

＊自社負担分を含む派遣期間 
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(2) 本邦研修 

研修員氏名 受入期間 協力 
分野名 

研修内容及び 
受入機関 当時の役職 

OUEDRAOGO 
Josephine 

2009 年 1 月 25 日

～2 月 14 日 
給水・ 
衛生管理

日本の給水・衛生行政（東京都

水道局、札幌市水道局等）、給水

施設維持管理技術・衛生普及手

法等（北海道大学、藤女子大学

等） 

衛生・汚水・廃棄物総局衛生

技術・施設開発局長 

LOMPO Joanna 
Marie Delphine 

同上 同上 同上 中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方局水資源部長

COMPAORE 
Adama 

2010 年 1 月 29 日

～2 月 6 日 
給水・ 
衛 生 管 理

「高官」 

日本の給水・衛生行政の理解

（京都市上下水道局）、農業分野

の取り組みの理解（滋賀県）等 

農業・水利・水産資源省  
事務次官 

OUEDRAOGO 
M.Robert 

同上 同上 同上 農業・水利・水産資源省  
作物生産総局長 

BINGBOURE Jean 
Mathieu 

2011 年 1 月 9 日

～22 日 
給水・ 
衛生管理

日本の給水・衛生行政の理解

（東京都水道局）、給水施設維持

管理技術・衛生普及手法（有明

水再生ｾﾝﾀｰ、東京ｻﾝﾂｰﾙ等） 

水資源総局・飲料水供給局

長 

TAPSOBA Gisele 同上 同上 同上 中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方局長 
MAIGA Moussa 同上 同上 同上 調査・計画局長 
PALENFO 
Fousseni 

同上 同上 同上 衛生・汚水・廃棄物総局・水

質汚濁有害液体対策長 
NAKOULMA 
Boukare 

同上 同上 同上 農業・水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局長

 
(3) 供与機材 
機材 
番号 

現地到着 
時期 機材名 型式 ﾒｰｶｰ 

購入 
価格(円) 設置場所 使用目的 現在の

稼動状況

1 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

2 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

3 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

4 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

5 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

6 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

7 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

8 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

9 2009 年 11 月 バイク YBR125 YAMAHA 196,460 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

10 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 地方局 資料等の作成 良好 

11 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 地方局 資料等の作成 良好 

12 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 プロジェクト事

務所 
資料等の作成 良好 

13 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 プロジェクト事

務所 
資料等の作成 良好 

14 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 水資源総局 資料等の作成 良好 
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機材 
番号 

現地到着 
時期 機材名 型式 ﾒｰｶｰ 

購入 
価格(円) 設置場所 使用目的 現在の

稼動状況

15 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 資料等の作成 良好 

16 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局 資料等の作成 良好 

17 2009 年 11 月 デスクトップパソ

コン 
DX2400 HP 

Compaq 
123,310 ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局 資料等の作成 良好 

18 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 地方局 停電対策 良好 

19 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 地方局 停電対策 良好 

20 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 プロジェクト事

務所 
停電対策 良好 

21 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 プロジェクト事

務所 
停電対策 良好 

22 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 水資源総局 停電対策 良好 

23 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 停電対策 良好 

24 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局 停電対策 良好 

25 2009 年 11 月 無停電電源装

置（UPS） 
1200VA Onduleur 

mercury 
12,540 ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局 停電対策 良好 

26 2009 年 11 月 ラップトップパソ

コン 
L550-17P TOSHIBA 120,175 地方局 地方でのワークショッ

プや研修など 
 

27 2009 年 11 月 コピー機 IR2016 CANON 130,625 地方局 資料等の複写  
28 2009 年 11 月 レーザーカラー

プリンター 
4650 HP 313,500 地方局 資料等の印刷 修理中 

29 2009 年 11 月 レーザーカラー

プリンター 
4650 HP 313,500 プロジェクト事

務所 
資料等の印刷 修理中 

30 2009 年 11 月 レーザーカラー

プリンター 
4650 HP 313,500 水資源総局 資料等の印刷 良好 

31 2009 年 11 月 レーザー白黒プ

リンター 
M1120 HP 31,350 プロジェクト事

務所 
資料等の印刷 良好 

32 2009 年 11 月 レーザー白黒プ

リンター 
M1120 HP 31,350 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 資料等の印刷 良好 

33 2009 年 11 月 レーザー白黒プ

リンター 
M1120 HP 31,350 ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局 資料等の印刷 良好 

34 2009 年 11 月 レーザー白黒プ

リンタ 
M1120 HP 31,350 中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方

局 
資料等の印刷  

35 2009 年 11 月 レーザー白黒プ

リンター 
M1120 HP 31,350 ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局 資料等の印刷 修理中 

36 2009 年 11 月 プロジェクター EB-X& EPSON 125,400 プロジェクト事

務所 
ワークショップやセミ

ナーの開催など 
良好 

37 2012 年 6 月 バイク YBR125 YAMAHA 166,770 ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 

38 2012 年 6 月 バイク YBR125 YAMAHA 166,770 ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局 村落巡回や活動のﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞなど 
良好 
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(4) ローカルコスト（日本円換算、2012 年 12 月末現在） 

項目 金額 
（第 1 年次）

金額 
（第 2 年次）

金額 
（第 3 年次）

金額 
（第 4 年次） 

計 
（第 1~4 年次） 

傭人費 3,030,058 2,756,221 4,563,027 1,660,687 12,009,993
機材保守・管理費 426,423 440,488 1,151,950 629,265 2,648,126
消耗品 1,490,426 1,418,445 2,002,385 688,434 5,599,690
旅費・交通費 627,288 1,842,035 7,239,217 1,925,766 11,634,306
通信運搬費 97,449 156,085 155,335 10,373 419,242
資料等作成費 727,958 2,321,474 3,128,951 289,551 6,467,934
借料損料 1,093,635 225,480 552,600 353.640 1,872,069
現地研修費 546,607 4,284,812 17,594,987 2,288,738 24,715,144
雑費 56,989 50,630 215,855 20,150 343,624
供与機材・携行機材購入費 4,248,460 183,000 683,540  5,115,000
報告書作成費 300,000 620,000 619,048  1,539,048
ローカルコンサルタント契約 11,942,426 29,722,894 40,596,288 9,001,348 91,262,956
会議費 24,120 46,342 69,316  139,778

計（日本円） 24,611,839 44,098,906 78,572,498 16,867,952 164,151,195

 
２．ブルキナファソ側投入 
(1) C/P 配置 

役職 人数 
農業水利省・水資源総局・飲料水局長 1 名 
農業水利省・衛生汚水廃棄物総局・衛生技術・施設開発局長 1 名 
農業水利省中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方局長（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾅｼｮﾅﾙｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ） 1 名 
農業水利省中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方局水資源課（SRE）職員 4 名 
農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局長および SRE 職員 2 名 
農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局長および SRE 職員 2 名 
農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局長および SRE 職員 2 名 
初等教育識字化省中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方局 衛生啓発・教育活動担当 C/P 1 名 
保健省中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方局 衛生啓発・教育活動担当 C/P 1 名 
ｱﾌﾞｽﾔｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 2 名 
ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 3 名 
ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 3 名 
ｳﾙｸﾞｰ･ﾏﾈｶﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 3 名 
ﾙﾝﾋﾞﾗｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 5 名 
ｼﾞﾆｬﾚｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 5 名 
ｼﾞﾃﾝｶﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県局） 3 名 
ﾄｴｹﾞﾝｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局） 1 名 
ﾌﾞｯｾｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局） 4 名 
ﾆｭｳｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局） 3 名 
ﾗｲｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局） 2 名 
ｽﾙｸﾞﾋﾞﾗｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｸﾙｳｪｵｺﾞ県局） 4 名 
ｿﾞﾙｺﾞｰｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 3 名 
ﾌﾞﾄﾞﾘｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 3 名 
ｻﾞﾑｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 2 名 
ｺｺﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 2 名 
ｻﾛｺﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 2 名 
ﾒｹﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 2 名 
ﾓｸﾞﾃﾄﾞｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 2 名 
ｽﾞﾝｸﾞｩｺﾐｭｰﾝ ZAT/UAT 長（農業水利省ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県局） 1 名 
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(2) ローカルコスト（FCFA、2012 年 12 月末現在） 

項目 金額 
（2009） 

金額 
（2010） 

金額 
（2011） 

金額 
（2012） 

計 
（2009~20102） 

配置 C/P 手当 10 800 000 9 120 000 11 780 000 31 700 000
機材保守・管理費、消耗品

（車輛整備費、事務用品、情

報機器消耗品等） 
14 518 609 9 144 000 12 866 000 36 528 609

車輛燃料費 1 000 000  1 000 000
計（FCFA） 26 318 609 18 264 000 24 646 000 69 228 609

 





 

評価グリッド結果：ブルキナファソ国 中央プラトー地方給水施設管理・衛生改善プロジェクト 
調査項目 

調査の視点/調査事項 結果 
 小項目 

実
績
の
検
証 

投 入 の 実 施

状況 

日本側投入（専門家派遣、機材供与、カウンターパート研修、予

算）は計画通り実施されているか？ 
 ほぼ計画通り投入されている。 

ブルキナファソ側投入（人員、建物・施設、予算）は計画通り実施

されているか？ 
 ほぼ計画通り投入されている。 

成 果 の 達 成

状況 

成果１：対象コミューンで維持管理システムの改革に則った組織

体制が整う。 

 AUE 形成状況 
 村落数 AUE 設置村 AUE 数 
パイロット 3 コミューン 75 75 （100%） 80 
対象コミューン 
（上記 3 コミューンを除いた 6 コミューン） 

191 191 （100%） 192 

追加 11 コミューン 248 245 （99%） 288 
 

 コミューン・AUE 間の協定締結状況 
 AUE 数 協定締結 AUE 数 
パイロット 3 コミューン 80 80 （100%） 
対象コミューン 
（上記 3 コミューンを除いた 6 コミューン） 

192 192 （100%） 

追加 11 コミューン 288 215 
 

 コミューン・修理業者間の委託契約締結状況：対象 9 コミューンには給水ポンプ修理業者が 35 名存在する。このうち、2012 年 12
月末までに 24 名（69%）との間で保守点検にかかる委託契約が締結されている。 

成果２：村落組織の給水施設運営維持管理能力が強化される。 

 2012 年 10 月の時点で対象 9 コミューンでは AUE 272 組合が形成されているが、このうち、総会を開催したことがあるのは 266
組合（98%）、資金の帳簿管理を実施しているのが 251 組合（92%）、口座を開設したのは 241 組合（89%）である。また、これまで

は、深井戸ポンプの故障に際して修理に要する時間は 2 週間とも 3 週間とも言われていたが、2012 年 10 月の時点で軽微な修

理にかかる期間は一件あたり 5.9 日であった（回答のあった 193 の AUE の平均）。 
 水料金の徴収について、各 AUE は一年間に住民から徴収する水料金の総額（最低水料金）を設定しているが、2011 年～2012
年の二年間で、最低水料金の 7 割を収集した AUE の数はパイロット 3 コミューンで 18%、パイロットコミューンを除く対象 6 コミュ

ーンで 6%となっている。 
 AUE からコミューンに支払う賦課金については、パイロットコミューン以外の対象 6 コミューンにおいて 2012 年に 7 割以上の AUE
が賦課金を支払っている。一方、パイロット 3 コミューンでは、2011 年に 7 割以上の AUE が賦課金を支払っているものの、2012
年に支払いを行った AUE は 3 割未満に留まっている。 

成果３：給水施設運営維持管理に係るスペアパーツ供給及び修

理体制が改善される。 

 コミューンより要請された保守・点検件数は 9 コミューン全体で 24 件あり、すべての要請に対して修理業者は対応している。 
 全 20 コミューンが、修理業者の連絡先／スペアパーツの値段／販売店舗情報、のいずれかに関する情報を所有している。 
 対象 9 コミューンにおいて軽微な修理にかかる期間は一件あたり 5.9 日であった（調査対象となった AUE 270 組合のうち、回答

のあった 193 組合の平均）。 
 水・衛生分野の担当者が配置されているコミューン行政は限られており、所有情報が AUE によって有効活用される体制が整うま

でには至っていない。 
 中央プラトー地方の 3 県では修理工組合が組織されており、修理業者間でのスペアパーツ供給に関する情報共有も進められて

いる。 
成果４：中央プラトー地方のパイロット３コミューンにおける村落

住民の衛生行動が改善される。 
 パイロット 3 コミューンにおいて、10 項目の衛生行動のうち 6 項目以上が改善された村落の数は全体の 72%である。 

成果５：各県の DPAH が給水衛生状況のモニタリング・評価を実

施し、コミューンに対し支援が行えるようになる。 
 DPAH が担うモニタリング・評価活動については、8 割以上のスタッフが年 2 回以上モニタリング活動を実施している（2012 年）。 
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調査項目 

調査の視点/調査事項 結果 
 小項目 

プ ロ ジ ェ ク ト

目 標 の 達 成

状況 

対象コミューンの給水施設維持管理状況及び住民の衛生行動

が改善される。 

 対象 9 コミューンにおける給水施設の稼働率は、以下の指標 1 達成状況に示す通り Loumbila コミューンを除き改善している。 
コミューン名 2009 年 2012 年 10 月 

Toeghin 89% 93% 
Zorgho 87% 98% 
Dapelogo 83% 89% 
Absouya 75% 87% 
Nagréongo 86% 95% 
Loumbila 81% 73% 
Ourgou-Manéga 76% 98% 
Zitenga 80% 95% 
Ziniaré 75% 78% 

 
 Loumbila コミューンは、首都ワガドグに近く、ダム湖の水を利用した給水施設が比較的整備されつつあることから、深井戸を必

要としない村落が増えていると言われる。このような村落の場合、住民による給水施設の維持管理が必要とされないことから、

給水施設の稼働率は下がるものと考えられる。 
 パイロット 3 コミューンにおいて、10 項目の衛生行動のうち 6 項目以上が改善された村落の数は全体の 72%である。 

上 位 目 標 の

達成状況 
中央プラトー地方における保健・衛生環境が改善される。 

 農業水利省の中央プラトー地方局では、既に 2013 年のリフォーム実施予算として 5600 万 CFAF を確保していることから、プロジ

ェクト終了後も当面は普及員（ZAT/UAT）が AUE 支援を継続することができる。2014 年以降については、現時点で未定である

が、既に中央プラトー地方局長は農業水利省に対して予算申請依頼を行っており、セクター財政支援予算（ABS）から資金配分

がなされる可能性はある。 
（背景）2015 年の時点で深井戸にアクセスできる住民の割合及び給水ポンプの稼働率が中央プラトー州レベルで改善するため

には、プロジェクト終了後も普及員（ZAT/UAT）による AUE 支援が継続されることが不可欠である。 
 衛生活動については、対象がパイロット 3 コミューンに絞られており、中央プラトー地方全域に展開する計画・予算は策定されて

いないため、地方全体として住民の衛生行動が改善されることは見込まれない。 

実
施
プ
ロ
セ
ス 

活 動 計 画 の

進捗状況 
活動計画は特段の支障なく実施されたか？ 

 活動は特段の支障なく実施された。 
 2011 年 5 月頃の国内政情不安により、2 年次後半に予定していた活動が 3 年次に持ち越しとなった結果、パイロットコミューンに

おけるポンプ修理業者による保守巡回の第一回目の実施が当初予定より遅れ、続く 6 対象コミューンの活動に経験や教訓が十

分に反映されなかった。 

実施体制 

プロジェクトの実施体制は適切に機能しているか？  適切に機能している。 
C/P の配置は適切か？  適切に機能している。 

専門家の派遣体制は適切か？ 
 全体としては適切に配置されている。 
 対象地域が中央プラトー地方の全 20 コミューン・514 村と非常に広範である一方、村落給水／組織能力強化担当が総括を兼務

しており、負担が大きく、現場プロセスをきめ細やかにフォローアップすることは出来なかった。 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
モニタリングはどのように実施されているか？ 

 中央レベルにおいてプロジェクト合同調整委員会がこれまでに五回開催され、活動報告及び計画・予算が協議されている。 
 地方レベルでは、農業水利省中央プラトー地方局（DRAH）が招集する月例会において、プロジェクト対象地 3 県の水担当者がプ

ロジェクト活動の進捗報告を行うと同時に、日本人専門家がマネージメント等に関わる諸事項を報告している。 
 衛生分野に関しては、対象 3 コミューンの行政指導員（水省、教育省、保健省の出向スタッフ）を四半期毎に集めてモニタリング

会合を実施している。 

携帯電話を利用したモニタリング情報収集は行われているか？  モニタリングとしては行われていないが、AUE メンバーは必要に際して ZAT/UAT と携帯電話で話をしている。識字率が低いた

め、SMS の使用は限られている。 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ プロジェクト関係者間のコミュニケーションは十分か？  非常にスムーズである。 
意思決定 プロジェクトの計画・実施における意思決定は適切か？  プロジェクトの意思決定に関する問題点は指摘されていない。 
ｵｰﾅｰｼｯﾌﾟ プロジェクトへの行政幹部・C/P の関心・関与は十分か？  行政幹部は非常に強い関心を持ってプロジェクトを見ている。 
技術移転 技術移転の方法は適切か？  プロジェクトが実施した諸研修を通じて、C/P・受益者は着実に知見を高め、行動様式を変容させている。 
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調査項目 

調査の視点/調査事項 結果 
 小項目 

中間レビュー

での提言 

衛生行動改善のための活動について 

 本プロジェクトの目標はパイロット 3 コミューンにおける住民の衛生行動改善である。これまでのプロジェクト活動を通じて、既に

住民の衛生行動には変化が生じており（手洗い習慣、トイレ使用、井戸周り清掃、等々）、これらの行動の大半は住民アニメータ

ーの積極的な活動がなくとも習慣化していくと考え、プロジェクト終了後に備えて特に住民アニメーターのモチベーションを維持す

る仕組みを構築する必要はないと判断した。 
 上位目標は「中央プラトー地方における保健・衛生環境が改善される」とされているが、本プロジェクトではパイロット 3 コミューン

の活動を他コミューンへと展開する計画は立てていない。 
対象コミューンの拡大について  追加 11 コミューン（248 村）において活動を開始し、これまでに 245 村で 288 の AUE が形成された。 

プロジェクト終了後の持続性の確保について  現在、2013 年のリフォーム予算は確保されているが、2014 年以降については、中央プラトー地方局によってセクター財政支援予

算への申請が行われているものの、予算確保については未定である。 

妥
当
性 

政策・ニーズ

との整合性 

プロジェクトはブルキナファソ国の政策と整合性が取れている

か？ 
 整合性は取れている。 

PN-AEPA にある「農村部における 2005 年の飲料水供給率

（60%）を、2015 年までに 80%に改善する」という目標を鑑みた

時、給水施設の稼働率を現在の 7 割から 8 割に向上させる（プロ

目指標）ことの意味は何か？ 

 ブルキナファソ政府は、井戸一つあたり 300 人が飲料水にアクセスするという算定をしている。従って、稼働率を 7 割から 8 割に

改善するとは、該当する井戸数ｘ300 人の住民が新たに水供給を得ることとなる。 

プロジェクトは日本の開発援助政策と整合性が取れているか？  整合性は取れている。但し、本終了時評価調査時点において、水・衛生分野はブルキナファソ国における重点分野から外れてい

る。 
プロジェクトは受益者のニーズに対応しているか？  対応している。 

戦略・アプロ

ーチ 

プロジェクトのアプローチ・デザインはプロジェクト目標を達成す

る手段として適切か？ 
 適切である。 

受益者の選定は適切か（対象・規模）？ 

 対象は適切である。 
 規模について、本プロジェクトは、一年目に 3 コミューン、二年目に 6 コミューン、三年目に 11 コミューンで活動を開始する（全部

で20 コミューン 514 ヶ村において活動を展開する）という設計になっているが、中央プラトー州において機能する「リフォーム」モデ

ルの検証を行う前にプロジェクト活動を広域展開するという考え方は、新たな体制づくりを担う技術協力プロジェクトのデザイン方

法としては課題がある。しかし、本プロジェクトは給水施設の無償資金協力をフォローアップする形で提案されていることから、給

水施設建設の対象地域全体をカバーする必要があった。 

C/P 機関の選定は適切か？ 
 普及員として ZAT/UAT を位置づけたのは適切である。 
 「リフォーム」では、コミューンが主体となって給水施設管理を行うものとされているが、本プロジェクトの開始時点において、コミュ

ーン行政は水・衛生分野で活動していなかったことから、本プロジェクトの C/P としては位置づけなかった。 
CP 機関の組織・規模・財政状況に対して適性な計画が立てられ

ているか？ 
 本プロジェクトでは、基本的に活動経費をすべて JICA 側が負担している。 

ZAT・UAT が基本的には農業普及担当であることを考慮した時、

DPAH による定期的な AUE モニタリングをアウトプットとして位置

づけるのは妥当なアプローチと言えるのか？ 

 ZAT/UAT は農業普及員であり、水・衛生分野の知識は持っていない。従って、プロジェクトの研修を通じて知識・技能を向上させ

る必要がある。 
 農業水利省幹部によれば、今般、農業水利省が農業安全保障省と水・水利・衛生省に分離されたが、現場レベルでは、

ZAT/UAT が両分野の普及活動を担っていくことに問題はない、とのことである。 
本プロジェクトは、「ブ」国政府の給水施設維持管理制度改革（リ

フォーム）政策に従うものであるが、制度改革の意義及び期待さ

れる効果を分析したうえでプロジェクト形成をしているか？ 
（CPE 体制の問題点、AUE 設置の必要性） 

 本プロジェクトは、中央プラトー地方におけるリフォームの実施プロジェクトであり、「ブ」国政策の実施事業として位置づけられ

る。従って、プロジェクト形成は当該政策に従ったものであり、プロジェクトの成果は、政策実施の結果を示すものとなる。 

有
効
性 

プ ロ ジ ェ ク ト

目 標 の 達 成

予測 

プロジェクト終了までに、プロジェクト目標は達成されるか？  既に達成されている。 

プロジェクト目標の達成を促進・阻害する要因はあるか？  関係者間のコミュニケーションが極めてスムーズであり、情報共有が良く行われている。これは、プロジェクト目標を達成する上

で重要な促進要因になったと考えられる。 

成果とプロジ

ェ ク ト 目 標 と

の因果関係 

５つの成果はプロジェクト目標を達成するのに十分か？  十分である。 
プロ目指標２の「実施体制が構築される」は、具体的に①AUE の

設立（1-6）、②AUE とｺﾐｭｰﾝ間での維持管理協定書締結（1-7）、

を指すが、これはアウトプット指標と同様ではないか？ 
 同様である。 
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調査項目 

調査の視点/調査事項 結果 
 小項目 

効
率
性 

成 果 の 達 成

度 

成果達成の進捗状況は十分か？  成果２に関し、AUE の能力強化は図られつつあるが、水料金の徴収に関しては、更なる能力強化が必要である。 
成果４の指標 4-4「公共衛生設備維持マニュアルが作成され、公

共衛生設備・行動管理システムが構築される。」は十分に明確

か？ 
 「管理システム」が明確ではないため、「管理担当」と読み替えた。 

成果達成を促進・阻害している要因はあるか？ 

 本プロジェクトは、形式的には、水管理組合を形成して組合による給水施設の維持管理を推進するものであるが、住民の立場か

ら見ると、「井戸水はタダで、近所の人々で利用するもの」という習慣の中で生活してきた彼らに対して、「井戸水は有料で、村落

全体で管理するもの」という新たな認識・行動様式を求めるものであると捉えることが出来る。このような人々の行動変容を必要

とするプロジェクトは、人々が新しいメカニズムの意義を理解し、かつ日常の習慣として定着することで持続性を確保することが

出来ると考えられるが、これには時間がかかる。本終了時評価調査では、AUE による水料金の徴収が十分に出来ていないた

め、成果２については達成されたという段階には達していない、と判断された。しかし、対象 9 コミューンの AUE が、水料金の徴

収を含め、実質的に給水施設管理活動を開始したのは 2011 年からであり、水料金の徴収という金銭に絡む行動様式を二年と

いう期間（すなわち、水料金の徴収二回）で変容させるのは容易なことではない。従って、このような人々の習慣や行動の変容を

前提とする成果は、行動変容を前提としない成果よりも達成が難しく、長い時間軸で成果産出を捉えるべきである。 

成果達成のための投入（時期、量・コスト、質）は適切か？ 
 全般的に適切である。 
 上述した通り、成果２の達成は時間を要するものである。このため、村落におけるリフォームへの理解促進（支払い能力を持つ

全住民からの水料金徴収）を図るための方法論検証を目的とした調査研究活動に対して投入を行うという選択肢もあった。 

他ドナーとの情報交換・連携は取れているか？ 

 関係は良好である。具体的には以下の通り： 
FASOLIM（仏リムーザン地方支援による地方自治体間協力）：AUE 研修、ポンプ修理業者支援など、ウブリテンガ県コミューン

における給水分野での協力 
SNV：給水・衛生分野におけるコミューン能力強化計画の立案に協力 
EAU VIVE：ゾルゴーコミューンにおける給水施設維持管理活動の共同支援、協力協調 

イ
ン
パ
ク
ト 

上 位 目 標 の

達成見込み 

上位目標は達成され得るか？ 

 農業水利省の中央プラトー地方局では、既に 2013 年のリフォーム実施予算として 5600 万 CFAF を確保していることから、プロジ

ェクト終了後も当面は普及員（ZAT/UAT）が AUE 支援を継続することができる。2014 年以降については、現時点で未定である

が、既に中央プラトー地方局長は農業水利省に対して予算申請依頼を行っており、セクター財政支援予算（ABS）から資金配分

がなされる可能性はある。このため、プロジェクト終了後も、AUE の活動を通じて深井戸ポンプが常時稼働し、中央プラトー地方

20 コミューンにおいて住民が安全な水にアクセスできる可能性は一定程度見込まれる。 

上位目標達成の方策は適切に計画されているか？ 
 全般的には適切に計画されているが、予算面での手当てに課題がある。 
 本プロジェクトでは住民の衛生行動改善の対象地域をパイロット 3 コミューンに絞っており、他の 17 コミューンに展開する計画は

立案していない。 
上位目標の達成を促進・阻害する要因はあるか？  最も重要な要因はリフォームの活動予算である。 

波及効果 
政策・経済・社会文化的側面・環境への影響はあるか？ 

 本プロジェクトで作成した衛生啓発・教育教材が衛生・汚水・廃棄物総局の意向によって全国的に普及していくことが計画されて

いる。このため、衛生・汚水・廃棄物総局は、国内全 13 地方の関係行政機関及びドナー・NGO の参加を得てワークショップを開

催し、当該教材の内容に関する情報を共有した上で改訂のためのフィードバックを収集した。今後は、フィードバックを基に教材

の改訂を行い、全国に教材を配布する予定である。 
 水資源総局においても、総局長をはじめとする総局幹部が本プロジェクトの成果を高く評価しており、本プロジェクトが現在作成

しているマニュアルを改訂する形でリフォーム推進に関わる全国版のマニュアルを策定し、全国に普及していく意向を持ってい

る。 
本プロジェクト実施による負の影響はあるか？ それを軽減する

対策は取られているか？ 
 負のインパクトは特に想定されない。 

因果関係 プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は現在でも

有効か？ 
 有効である。 

持
続
性 

政策面 水資源・衛生に関する政府の政策的方向性及び行政幹部の考

え方はどのようなものか？  
 リフォームの推進で一貫している。 

組織面 上位目標達成のため、C/P 機関において必要な組織・人員・財政

的な措置が行われるか？ 
 農業水利省の中央プラトー地方局では、既に 2013 年のリフォーム実施予算として 5600 万 CFAF を確保していることから、プロジ

ェクト終了後も当面は普及員（ZAT/UAT）が AUE 支援を継続することができる。2014 年以降については、現時点で未定である
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調査項目 

調査の視点/調査事項 結果 
 小項目 

日本側が負担しているルーチン業務予算は、プロジェクト終了

後、C/P 側の予算で賄われるか？ 

が、既に中央プラトー地方局長は農業水利省に対して予算申請依頼を行っており、セクター財政支援予算（ABS）から資金配分

がなされる可能性はある。 
 ブルキナファソでは、教育分野で PACOGES プロジェクトが実施されており、住民による学校運営委員会への支援が行われてい

る。PACOGES の専門家によれば、本プロジェクトが開発した衛生啓発のモデルを学校運営委員会の活動に取り入れることは十

分に可能とのことである。 

給水施設管理における中核行政機関であるコミューン行政は既

に機能しているのか？ 

 一部のコミューン行政では、NGO・ドナープロジェクト実施のために水・衛生課が設置されているが、コミューン行政が独自に当

該課を設置し、人材を配置している事例はまだ見られない。本終了時評価調査時点において、コミューン行政は水・衛生分野で

の行政サービスを実施する状態にはないと言える。 
選挙で選出されたコミューン長は、給水施設管理に対して予算措

置・人員措置を講ずる意志を持っているか？ 
 意志を持っている市長は存在するが、実際に予算確保が可能かどうかについては不明である。 

技術面 投入された資機材の管理は適切に行われているか？  調達された情報器材は、DGRE、DRAH、DPAH の業務に使用されている。維持管理についても特に問題はない。 

阻害要因 持続性に影響を与える負の影響はあるか？ 

 先行した対象 9 コミューンにおいても、AUE の能力強化はまだ十分な水準に達していない。追加 11 コミューンについては、形式

が整備されたのみで、組織運営・制度運営はまだ開始されたばかりである。AUE の組織的持続性は、リフォームに対する理解

が住民の間で共有されることによって成立するが、対象 9 コミューンにおける大半の AUE でもリフォームを理解しない住民が一

定数存在する（本終了時評価調査団がインタビューを行った 12 の AUE については、大半の AUE で 1 割前後の住民が水料金

の支払いを拒んでいた）。これは、リフォーム導入後約二年しか経過していないことを考えれば、ごく自然な現象である。但し、彼

らは水料金を支払わずに水を利用することから、他の住民の支払い意欲を減退させてしまう。このような状態が今後も継続する

と、AUE が水料金を徴収できず、ポンプ修理が滞り、結果として安全な水へのアクセスが断ち切られる可能性がある。このため、

支払い能力を持つ全住民がリフォームに対する理解を共有する段階に達するまでは、普及員による AUE支援・住民啓蒙活動が

不可欠である。（普及員による AUE 支援・啓蒙活動が行われない場合、持続性に対する負の影響が想定される） 
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添付資料６ 

A6-1 

 
セミナー・研修開催実績一覧 

 
（2012 年 12 月末現在） 

年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

【１】 対象コミューンにおける給水維持管理システム構築に係る活動（成果１関連） 

2009 年度 
（1 年次） 

給水施設維持管理ﾘﾌｫｰ

ﾑ地方ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 2010 年 2 月 10 日 1 日間 84 名

中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方知事、県知

事、郡知事、ｺﾐｭｰﾝ長、

DRAH/DPAH 職員、NGO、

現地再委託機関等 

ﾘﾌｫｰﾑに関する

情報発信 

2009 年度 
（1 年次） 

給水施設維持管理ﾘﾌｫｰ

ﾑｺﾐｭｰﾝﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
2010 年 3 月 16 日～

18 日 

3 日間

（ｺﾐｭｰﾝ/1
日） 

343 名
ｺﾐｭｰﾝ長、評議会、村落開

発委員会、郡知事 

ﾘﾌｫｰﾑにおけるｺﾐ

ｭｰﾝ関係者の役

割・責任に関する

理解促進 

2010 年度 
（1 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 1 回＞ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ

① 

2010 年 5 月 3 日～4
日 2 日間 38 名

ｺﾐｭｰﾝ長、次官・会計担

当、郡長、評議員、

DRAH,DPAH,ZAT 職員 

ｼｽﾃﾑﾘﾌｫｰﾑ説

明、水費算出及

び決定、ｱｸﾀｰ間

の協定・契約 

2010 年度 
（1 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 1 回＞ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ

② 

2010 年 5 月 5 日～6
日 2 日間 33 名 同上 同上 

2010 年度 
（1 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 1 回＞ｿﾞﾙｺﾞ① 
2010 年 5 月 10 日～

11 日 2 日間 49 名 同上 同上 

2010 年度 
（1 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 1 回＞ｿﾞﾙｺﾞ② 
2010 年 5 月 12 日～

13 日 2 日間 44 名 同上 同上 

2010 年度 
（1 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 1 回＞ﾄｴｹﾞﾝ 
2010 年 4 月 28 日～

29 日 2 日間 47 名 同上 同上 

2010 年度 
（1 年次） 

給水施設維持管理ﾘﾌｫｰ

ﾑに関するｽﾀﾃﾞｨﾂｱｰ 
2010 年 5 月 19 日～

21 日 3 日間 16 名

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ代表・ZAT
長、各県局長、DRAH 水資

源課職員、ANTEA ﾁｰﾑﾘｰ

ﾀﾞｰ 

ﾘﾌｫｰﾑ適用化の

先行地域であるｻ

ﾍﾙ地方の経験を

取得、ﾘﾌｫｰﾑ適用

化に関する知見

向上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 2 回＞ 
2010 年 12 月 6 日～

7 日 2 日間 40 名

ｺﾐｭｰﾝ長、事務次官、評議

員、郡長、会計担当、会計

監査役、DRAH 職員等 

給水施設維持管

理委託協定、給

水施設保守巡回

業務・契約等 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑ

研修＜第 3 回＞ 
2011 年 3 月 10 日～

11 日 2 日間 42 名

ｺﾐｭｰﾝ長、事務次官、評議

会、郡長、会計担当、会計

監査役、DRAH 職員等 

ポンプ修理業者

の選定・契約手続

き、保守巡回の実

施・報告・支払い

手続き方法等

2010 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝﾘﾌｫｰﾑ理解促

進ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(ｱﾌﾞｽﾔ、ﾙﾝ

ﾋﾞﾗ) 
2010 年 12 月 13 日 1 日間 157 名

ｺﾐｭｰﾝ関係者、郡長、視学

官事務所、保健ｾﾝﾀｰ、住

民組織、ポンプ修理工等 

ﾘﾌｫｰﾑにおけるｺﾐ

ｭｰﾝ関係者の役

割・責任に関する

理解促進 

2010 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝﾘﾌｫｰﾑ理解促

進ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ、ｳ

ﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ） 
2010 年 12 月 14 日 1 日間 147 名 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝﾘﾌｫｰﾑ理解促

進ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｼﾞﾆｱﾚ、ｼﾞﾃ

ﾝｶﾞ） 
2010 年 12 月 15 日 1 日間 251 名 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

第 1 回対象ｺﾐｭｰﾝﾘﾌｫｰﾑ

研修 
2011 年 3 月 15 日～

16 日 2 日間 67 名
ｺﾐｭｰﾝ関係者、郡長、

DRAH,DPAH 等 

給水施設維持管

理ｼｽﾃﾑの問題

点、水料金の算

出・決定方法、

AUR・修理業者と

の協定・契約等
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A6-2 

年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2011 年度 
（3 年次） 

第 3 回対象ｺﾐｭｰﾝﾘﾌｫｰﾑ

研修① 
2011 年 10 月 25 日

～27 日 3 日間 40 ｺﾐｭｰﾝ長、事務次官、会

計、ｺﾐｭｰﾝ評議員、郡長等 

給水施設維持管

理協定、保守整

備契約、ポンプ修

理業者選定・締約

手続き等 

2011 年度 
（3 年次） 

第 3 回対象ｺﾐｭｰﾝﾘﾌｫｰﾑ

研修② 
2011 年 11 月 2 日～

4 日 3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾌﾞｯｾ） 2012 年 2 月 7 日 1 日間 85 
ｺﾐｭｰﾝ関係者、郡長、視学

官事務所、保健ｾﾝﾀｰ、住

民組織、ポンプ修理工等 

ﾘﾌｫｰﾑにおけるｺﾐ

ｭｰﾝ関係者の役

割・責任に関する

理解促進 
2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾗｲ） 2012 年 2 月 13 日 1 日間 47 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾆｭｳ） 2012 年 2 月 13 日 1 日間 97 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｽﾙｸﾞﾋﾞﾗ） 2012 年 2 月 7 日 1 日間 71 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾌﾞﾄﾞﾘ①） 2012 年 2 月 8 日 1 日間 118 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾌﾞﾄﾞﾘ②） 2012 年 2 月 9 日 1 日間 87 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｺｺﾞ） 2012 年 2 月 8 日 1 日間 57 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾒｹﾞ） 2012 年 2 月 8 日 1 日間 82 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ） 20102 年 2 月 9 日 1 日 85 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｻﾛｺﾞ） 2012 年 2 月 9 日 1 日間 68 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｻﾞﾑ） 2012 年 2 月 10 日 1 日間 118 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象ﾘﾌｫｰﾑﾜ

ｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｽﾞﾝｸﾞ） 2012 年 2 月 13 日 1 日間 71 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 1 回追加ｺﾐｭｰﾝ研修（ｸ

ﾙｳｪｵｺﾞ県） 
2012 年 3 月 20 日～

21 日 2 日間 44 名

ｺﾐｭｰﾝ長、事務次官、会

計、ｺﾐｭｰﾝ評議員、郡長、

財務省担当官等 

給水施設維持管

理ｼｽﾃﾑの問題

点、水料金の算

出・決定方法、

AUE・修理業者と

の協定・契約等

2011 年度 
（3 年次） 

第 1 回追加ｺﾐｭｰﾝ研修

（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県①） 
2012 年 3 月 28 日～

29 日 2 日間 49 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 1 回追加ｺﾐｭｰﾝ研修

（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県②） 
2012 年 3 月 26 日～

27 日 2 日間 47 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

第 2 回追加ｺﾐｭｰﾝ研修（ｸ

ﾙｳｪｵｺﾞ県） 
2012 年 10 月 9 日～

10 日 2 日間 55 名 同上 

ｺﾐｭｰﾝ・AUE 間の

給水施設維持管

理協定、ｺﾐｭｰﾝ予

算策定、ﾎﾟﾝﾌﾟ修

理業者の選定方

法、ｺﾐｭｰﾝ・ﾎﾟﾝﾌﾟ

修理業者間の保

守整備契約 

2012 年度 
（4 年次） 

第 2 回追加ｺﾐｭｰﾝ研修

（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県①） 
2012 年 10 月 16 日

～17 日 2 日間 57 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

第 2 回追加ｺﾐｭｰﾝ研修

（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県②） 
2012 年 10 月 18 日

～19 日 2 日間 47 名 同上 同上 
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A6-3 

年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

【２】村落組織の給水施設運営維持管理強化に係る活動（成果２関連） 
2009 年度 
（1 年次） 

AUE 活動支援ｱﾆﾒｰﾀｰ

育成研修（ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ） 
2010 年 3 月 4 日～

11 日 
5 日間 6 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ ﾘﾌｫｰﾑ概要、ｱｸ

ﾀｰの役割・紹

介、AUE 設立活

動に係る実技等

2010 年度 
（2 年次） 

AUE 活動支援ｱﾆﾒｰﾀｰ

育成研修（ﾊﾟｲﾛｯﾄ・対象ｺ

ﾐｭｰﾝ） 

2010 年 9 月 15 日～

21 日 
5 日間 15 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ ﾘﾌｫｰﾑ概要、ｱｸ

ﾀｰの役割・紹

介、AUE 設立活

動に係る実技等

2011 年度

（3 年次） 
AUE 活動支援ｱﾆﾒｰﾀｰ

育成研修（対象ｺﾐｭｰﾝ） 
2011 年 10 月 3 日～

7 日 
5 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ ﾘﾌｫｰﾑ概要、ｱｸ

ﾀｰの役割・紹

介、実技等 
2011 年度

（3 年次） 
AUE 活動支援ｱﾆﾒｰﾀｰ

育成研修（追加ｺﾐｭｰﾝ） 
2012 年 1 月 26 日～

2 月 1 日 
5 日間 30 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ ﾘﾌｫｰﾑ概要、ｱｸ

ﾀｰの役割・紹

介、AUE 設立活

動に係る実技等

2012 年度

（4 年次） 
AUE 活動支援ｱﾆﾒｰﾀｰ

育成研修（追加ｺﾐｭｰﾝ） 
2012 年 9 月 17 日～

21 日 
5 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ ﾘﾌｫｰﾑ概要、ｱｸ

ﾀｰの役割・紹

介、実技等 
2010 年度

（2 年次） 
AUE 研修講師研修（第 1
回ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ AUE 対

象） 

2010 年 11 月 18 日

～24 日 
5 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ AUE 研修指導

に係る実技等 

2010 年度

（2 年次） 
AUE 研修講師研修（第 2
回ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ AUE 対

象） 

2011 年 3 月 21 日～

25 日 
5 日間 4 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ AUE 研修指導

に係る実技等 

2011 年度

（3 年次） 
AUE 研修講師研修（第 2
回対象ｺﾐｭｰﾝ AUE 対象） 

2011 年 11 月 7 日～

11 日 
5 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ AUE 研修指導

に係る実技等 
2011 年度

（3 年次） 
AUE 研修講師研修（第 3
回ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ AUE 対

象） 

2012 年 1 月 4 日～6
日 

3 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ AUE 研修指導

に係る実技等 

2011 年度

（3 年次） 
AUE 研修講師研修（第 3
回対象ｺﾐｭｰﾝ AUE 対象） 

2012 年 3 月 19 日～

21 日 
3 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ AUE 研修指導

に係る実技等 
2012 年度

（4 年次） 
AUE 研修講師研修（第 2
回追加ｺﾐｭｰﾝ AUE 対象） 

2012 年 10 月 23 日

～30 日 
5 日間 9 名 現地再委託先ｱﾆﾒｰﾀｰ AUE 研修指導

に係る実技等 
2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修トエゲン① 
2010 年 11 月 29 日

～12 月 1 日 
3 日間 36 AUE 代表者（委員長、書

記、会計等） 
給水施設維持管

理実務 
2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修トエゲン② 
2010 年 12 月 2 日～

12 月 4 日 
3 日間 36 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ① 
2010 年 11 月 29 日

～12 月 1 日 
3 日間 35 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ② 
2010 年 12 月 2 日～

4 日 
3 日間 45 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ③ 
2010 年 12 月 6 日～

8 日 
3 日間 30 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修ゾルゴ① 
2010 年 11 月 29 日

～12 月 1 日 
3 日間 39 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修ﾀゾルゴ② 
2010 年 12 月 2 日～

4 日 
3 日間 39 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修ゾルゴ③ 
2010 年 12 月 6 日～

8 日 
3 日間 46 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修トエゲン① 
2011 年 3 月 28 日～

30 日 
3 日間 36 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当） 
関係者間の協

定・契約と財務

管理における責

務事項、財務管

理、AUE 総会で

の活動報告等 
2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修トエゲン② 
2011 年 3 月 31 日～

4 月 2 日 
3 日間 35 同上 同上 
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年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ① 
2011 年 3 月 28 日～

3 月 30 日 
3 日間 39 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ② 
2011 年 3 月 31 日～

4 月 2 日 
3 日間 34 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ③ 
2011 年 4 月 4 日～6
日 

3 日間 39 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修ゾルゴ① 
2011 年 4 月 4 日～6
日 

3 日間 38 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修ゾルゴ② 
2011 年 4 月 7 日～9
日 

3 日間 46 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修ゾルゴ③ 
2011 年 4 月 7 日～9
日 

3 日間 43 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｱﾌﾞｽﾔ①） 

2011 年 4 月 27 日～

29 日 
3 日間 36 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当） 
給水施設維持管

理実務 
2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｱﾌﾞｽﾔ②） 

同上 3 日間 39 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ①） 

2011 年 5 月 5 日～7
日 

3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ②） 

同上 3 日間 35 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ①） 

2011 年 4 月 27 日～

29 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ②） 

2011 年 5 月 2 日～4
日 

3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ③） 

同上 3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ①） 

2011 年 5 月 12 日～

14 日 
3 日間 47 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ②） 

同上 3 日間 47 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ③） 

2011 年 5 月 16 日～

18 日 
3 日間 24 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ①） 

2011 年 5 月 2 日～4
日 

3 日間 48 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ①） 

2011 年 5 月 5 日～7
日 

3 日間 48 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ②） 

2011 年 5 月 9 日～

11 日 
3 日間 44 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ③） 

2011 年 5 月 16 日～

18 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ①） 

2011 年 5 月 9 日～

11 日 
3 日間 48 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ②） 

同上 3 日間 46 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ③） 

2011 年 5 月 12 日～

14 日 
3 日間 47 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 1 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ④） 

2011 年 5 月 16 日～

18 日 
3 日間 56 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｱﾌﾞｽﾔ①） 

2011 年 11 月 14 日

～16 日 
3 日間 36 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当） 
これまでの活

動・問題点など

の把握、関係者

間の協定・契約・

財務管理等 
2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｱﾌﾞｽﾔ②） 

2011 年 11 月 17 日

～19 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ①） 

2011 年 11 月 14 日

～19 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ②） 

2011 年 11 月 17 日

～19 日 
3 日間 36 同上 同上 



添付資料６ 

A6-5 

年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ①） 

2011 年 11 月 21 日

～23 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ②） 

2011 年 11 月 24 日

～26 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ③） 

2011 年 11 月 28 日

～30 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ①） 

2011 年 12 月 5 日～

7 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ②） 

2011 年 11 月 24 日

～26 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ③） 

2011 年 11 月 28 日

～30 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ①） 

2011 年 12 月 5 日～

7 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ②） 

2011 年 12 月 8 日～

10 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ③） 

2011 年 12 月 12 日

～14 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ④） 

2011 年 12 月 15 日

～17 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ⑤） 

2011 年 12 月 19 日

～21 日 
3 日間 36 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ①） 

2011 年 12 月 5 日～

7 日 
3 日間 40 同上 同上同上同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ②） 

2011 年 12 月 8 日～

10 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ③） 

2011 年 12 月 12 日

～14 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ④） 

2011 年 12 月 15 日

～17 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 2 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ⑤） 

2011 年 12 月 19 日

～21 日 
3 日間 40 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾄｴｹﾞﾝ①） 

2012 年 1 月 16 日～

18 日 
3 日間 40 名 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当）、

DRAH,DPAH,ZAT/UAT、ｺ

ﾐｭｰﾝ代表者 

AUE の維持管

理活動、機能と

役割等 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾄｴｹﾞﾝ②） 

2012 年 1 月 19 日～

21 日 
3 日間 40 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ①） 

2012 年 1 月 16 日～

19 日 
3 日間 45 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ②） 

2012 年 1 月 19 日～

21 日 
3 日間 45 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ③） 

2012 年 1 月 23 日～

25 日 
3 日間 41 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｿﾞﾙｺﾞ①） 

2012 年 1 月 23 日～

25 日 
3 日間 50 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｿﾞﾙｺﾞ②） 

2012 年 1 月 26 日～

28 日 
3 日間 49 名 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｿﾞﾙｺﾞ③） 

2012 年 1 月 26 日～

28 日 
3 日間 49 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ①） 

2012 年 4 月 16 日～

18 日 
3 日間 61 名 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当）、

DRAH,DPAH,ZAT/UAT、ｺ

ﾐｭｰﾝ代表者 

AUE の維持管

理活動、機能と

役割等 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ②） 

同上 3 日間 60 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ③） 

2012 年 4 月 19 日～

21 日 
3 日間 60 名 同上 同上 



添付資料６ 

A6-6 

年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾆｱﾚ④） 

同上 3 日間 56 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｱﾌﾞｽﾔ①） 

2012 年 4 月 16 日～

18 日 
3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｱﾌﾞｽﾔ②） 

同上 3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ①） 

2012 年 4 月 19 日～

21 日 
3 日間 64 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｳﾙｸﾞﾏﾈｶﾞ②） 

同上 3 日間 64 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ①） 

2012 年 4 月 23 日～

25 日 
3 日間 56 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ②） 

同上 3 日間 52 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ③） 

2012 年 4 月 26 日～

28 日 
3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ｼﾞﾃﾝｶﾞ④） 

同上 3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ①） 

2012 年 4 月 23 日～

25 日 
3 日間 73 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾙﾝﾋﾞﾗ②） 

同上 3 日間 69 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ①） 

2012 年 4 月 26 日～

28 日 
3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

対象ｺﾐｭｰﾝ第 3 回 AUE
研修（ﾅｸﾞﾚﾝｺﾞ②） 

2012 年 4 月 26 日～

28 日 
3 日間 49 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾗｲ） 
2012 年 5 月 14 日～

16 日 
3 日間 44 名 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当）、

DRAH,DPAH,ZAT/UAT、ｺ

ﾐｭｰﾝ代表者 

給水施設維持管

理実務 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾆｭｳ①） 
同上 3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾆｭｳ②） 
同上 3 日間 45 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞｯｾ①） 
2012 年 6 月 7 日～9
日 

3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞｯｾ②） 
同上 3 日間 41 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｽﾙｸﾞﾋﾞﾗ①） 
同上 3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｽﾙｸﾞﾋﾞﾗ②） 
同上 3 日間 41 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ①） 
2012 年 5 月 21 日～

23 日 
3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ②） 
同上 3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ③） 
2012 年 5 月 28 日～

30 日 
3 日間 64 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ④） 
同上 3 日間 60 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ⑤） 
2012 年 6 月 4 日～6
日 

3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ⑥） 
同上 3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｻﾞﾑ①） 
2012 年 5 月 21 日～

23 日 
3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｻﾞﾑ②） 
同上 3 日間 48 名 同上 同上 
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A6-7 

年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｻﾞﾑ③） 
2012 年 5 月 31 日～

6 月 2 日 
3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾒｹﾞ①） 
2012 年 5 月 24 日～

26 日 
3 日間 52 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾒｹﾞ②） 
同上 3 日間 52 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｺｺﾞ） 
同上 3 日間 64 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｻﾛｺﾞ） 
2012 年 5 月 31 日～

6 月 2 日 
3 日間 60 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ①） 
2012 年 6 月 4 日～6
日 

3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ②） 
同上 3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ③） 
2012 年 6 月 11 日～

13 日 
3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｽﾞﾝｸﾞ①） 
2012 年 5 月 28 日～

30 日 
3 日間 56 名 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 1 回

AUE 研修（ｽﾞﾝｸﾞ②） 
2012 年 6 月 11 日～

13 日 
3 日間 52 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾗｲ） 
2012 年 11 月 15 日

～17 日 
3 日間 40 名 AUE 代表者（委員長、書

記、会計、情報担当）、

DRAH,DPAH,ZAT/UAT、ｺ

ﾐｭｰﾝ代表者 

これまでの活

動・問題点など

の把握、関係者

間の協定・契約・

財務管理等 
2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾆｭｳ①） 
2012 年 11 月 8 日～

10 日 
3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾆｭｳ②） 
2012 年 12 月 13 日

～15 日 
3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞｯｾ①） 
2012 年 11 月 5 日～

7 日 
3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞｯｾ②） 
2012 年 11 月 19 日

～21 日 
3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｽﾙｸﾞﾋﾞﾗ①） 
2012 年 11 月 12 日

～14 日 
3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｽﾙｸﾞﾋﾞﾗ②） 
2012 年 12 月 5 日～

7 日 
3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ①） 
2012 年 11 月 5 日～

7 日 
3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ②） 
同上 3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ③） 
2012 年 11 月 12 日

～14 日 
3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ④） 
同上 3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ⑤） 
2012 年 12 月 5 日～

7 日 
3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ⑥） 
同上 3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾌﾞﾄﾞﾘ⑦） 
2012 年 12 月 13 日

～15 日 
3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｻﾞﾑ①） 
2012 年 11 月 8 日～

10 日 
3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｻﾞﾑ②） 
同上 3 日間 48 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｻﾞﾑ③） 
2012 年 12 月 17 日

～19 日 
3 日間 44 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾒｹﾞ①） 
2012 年 11 月 19 日

～21 日 
3 日間 36 名 同上 同上 
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（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾒｹﾞ②） 
同上 3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾒｹﾞ③） 
2012 年 12 月 5 日～

7 日 
3 日間 32 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｺｺﾞ①） 
2012 年 11 月 5 日～

7 日 
3 日間 32 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｺｺﾞ②） 
2012 年 11 月 15 日

～17 日 
3 日間 32 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｻﾛｺﾞ①） 
2012 年 11 月 8 日～

10 日 
3 日間 32 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｻﾛｺﾞ①） 
2012 年 11 月 19 日

～21 日 
3 日間 28 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ①） 
2012 年 11 月 15 日

～17 日 
3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ②） 
同上 3 日間 40 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ﾓｸﾞﾃﾄﾞ③） 
2012 年 12 月 13 日

～ 
15 日 

3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｽﾞﾝｸﾞ①） 
2012 年 11 月 12 日

～ 
14 日 

3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｽﾞﾝｸﾞ②） 
2012 年 12 月 13 日

～ 
15 日 

3 日間 36 名 同上 同上 

2012 年度 
（4 年次） 

追加ｺﾐｭｰﾝ対象第 2 回

AUE 研修（ｽﾞﾝｸﾞ②） 
2012 年 12 月 17 日

～ 
19 日 

3 日間 36 名 同上 同上 

【３】給水施設の保守・修理体制及び能力の強化に関する活動（成果３関連） 
2010 年度 
（1 年次） 

第 1 回修理工会議（ｶﾞﾝｽﾞ

ﾙｸﾞ県） 
2010 年 5 月 10 日 １日間 16  ポンプ修理工 ﾘﾌｫｰﾑにおける

修理体制の確

認、データベー

スの整備等 
2010 年度 
（1 年次） 

第 1 回修理工会議（ｸﾙｳｪ

ｵｺﾞ県） 
2010 年 5 月 12 日 1 日間 24 同上 同上 

2010 年度 
（1 年次） 

第 1 回修理工会議（ｳﾌﾞﾘ

ﾃﾝｶﾞ県） 
2010 年 5 月 14 日 1 日間 47 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ポンプ修理工ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県） 
2010 年 10 月 4 日 1 日間 20 

 
ポンプ修理工 ﾘﾌｫｰﾑに関する

理解、ｺﾐｭｰﾝと

の契約手続き方

法等 
2010 年度 
（2 年次） 

ポンプ修理工ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

（ｸﾙｳｪｵｺﾞ県） 
2010 年 10 月 6 日 1 日間 21 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

ポンプ修理工ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

（ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県） 
2010 年 10 月 8 日 1 日間 19 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

第 2 回修理工会議（ｶﾞﾝｽﾞ

ﾙｸﾞ県） 
2011 年 2 月 17 日 1 日間 21 ポンプ修理工 営業認可証の配

布、修理工組合

の活動等 
2010 年度 
（2 年次） 

第 2 回修理工会議（ｸﾙｳｪ

ｵｺﾞ県） 
2011 年 2 月 18 日 1 日間 24 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

第 2 回修理工会議（ｳﾌﾞﾘ

ﾃﾝｶﾞ県） 
2011 年 2 月 21 日 1 日間 20 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

第 1 回ポンプ修理業者研

修 
2011 年 3 月 1 日～4
日 

4 日間 42 修理業者、県・ｺﾐｭｰﾝ職員 給水施設保守巡

回業務に関する

契約内容、入札

手続き、巡回ﾓﾆ

ﾀﾘﾝｸﾞﾞ、修理料

金の設定等 
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人数
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2011 年度 
（2 年次） 

第 3 回修理工会議（ｶﾞﾝｽﾞ

ﾙｸﾞ県） 
2011 年 4 月 5 日 1 日間 19 ポンプ修理工 不足工具の確

認、管理方法・

体制の確認、ｽ

ﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ管理方

法、入札準備等

2011 年度 
（2 年次） 

第 3 回修理工会議（ｸﾙｳｪ

ｵｺﾞ県） 
2011 年 4 月 6 日 1 日間 17 同上 同上 

2011 年度 
（2 年次） 

第 3 回修理工会議（ｳﾌﾞﾘ

ﾃﾝｶﾞ県） 
2011 年 4 月 7 日 1 日間 18 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 4 回修理工会議（ｶﾞﾝｽﾞ

ﾙｸﾞ県） 
2011 年 8 月 23 日 1 日間 18 ポンプ修理工 供与工具の確

認、管理方法・

体制確認、ｽﾍﾟｱ

ﾊﾟｰﾂ販売・管理

方法など 
2011 年度 
（3 年次） 

第 4 回修理工会議（ｸﾙｳｪ

ｵｺﾞ県） 
2011 年 8 月 24 日 1 日間 15 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 4 回修理工会議（ｳﾌﾞﾘ

ﾃﾝｶﾞ県） 
2011 年 8 月 25 日 1 日間 18 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

修理工ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｶﾞﾝｽﾞﾙ

ｸﾞ県） 
2011 年 11 月 4 日 1 日間 12 ポンプ修理工 ﾘﾌｫｰﾑの概念・

各関係者の役割

及び責任の抗

議、修理業者と

しての申請手続

き等 
2011 年度 
（3 年次） 

修理工ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｸﾙｳｪｵ

ｺﾞ県） 
2011 年 11 月 3 日 1 日間 10 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

修理工ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（ｳﾌﾞﾘﾃﾝ

ｶﾞ県） 
2011 年 11 月 2 日 1 日間 15 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 2 回ポンプ修理業者研

修 
2011 年 11 月 8 日～

11 日 
4 日間 32 修理業者、県職員 保守巡回ﾓﾆﾀﾘﾝ

ｸﾞ活動、重解業

務実施後の報

告・精算手続き

2011 年度 
（3 年次） 

第 3 回修理工研修（ｳﾌﾞﾘ

ﾃﾝｶﾞ県） 
2012 年 2 月 13 日～

17 日 
5 日間 19 修理工 複数のポンプ機

種の修理・保守点

検、巡回ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

に関する技術及

び強化の習得 
2011 年度 
（3 年次） 

第 3 回修理工研修（ｸﾙｳｪ

ｵｺﾞ県） 
2012 年 2 月 20 日～

20 日 
5 日間 16 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 3 回修理工研修（ｶﾞﾝｽﾞ

ﾙｸﾞ県） 
2012 年 2 月 27 日～

3 月 2 日 
5 日間 19 同上 同上 

2012 年度 
（3 年次） 

修理工組合管理研修 2012 年 5 月 21 日～

23 日 
3 日間 18 修理工組合の在

庫管理・資金管

理の知識の習得

2012 年度 
（4 年次） 

ﾎﾟﾝﾌﾟ修理業者組合連合

設立総会 
2012 年 9 月 24 日 1 日間 80 ﾎﾟﾝﾌﾟ修理工（組合構成

員）、地方局・県局職員 
中央ﾌﾟﾗﾄｰ地方

における県修理

業者組合連合の

設立総会 
2012 年度 
（4 年次） 

第 1 回追加ｺﾐｭｰﾝ修理業

者研修（ｸﾙｳｪｵｺﾞ県） 
2012 年 10 月 1 日～

4 日 
4 日間 30 修理業者、県・ｺﾐｭｰﾝ職員 給水施設保守巡

回業務に関する

契約内容、入札

手続き、巡回ﾓﾆ

ﾀﾘﾝｸﾞ、修理料金

の設定等 
2012 年度 
（4 年次） 

第 1 回追加ｺﾐｭｰﾝ修理業

者研修（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県） 
2012 年 10 月 8 日～

11 日 
4 日間 43 修理業者、県・ｺﾐｭｰﾝ職員 同上 
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2012 年度 
（4 年次） 

ｳﾌﾞﾘﾃﾝｶﾞ県修理業者対

象ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ研修 
2012 年 10 月 15 日

～18 日 
4 日間 35 修理業者・ｱｼｽﾀﾝﾄ、県局職

員 
給水施設保守巡

回業務に関する

契約内容、入札

手続き、巡回ﾓﾆ

ﾀﾘﾝｸﾞ手法、修理

料金の設定、水

質評価手法等 
2012 年度 
（4 年次） 

第 2 回追加ｺﾐｭｰﾝ修理業

者研修（ｸﾙｳｪｵｺﾞ県） 
2012 年 10 月 22 日

～25 日 
4 日間 24 修理業者・ｱｼｽﾀﾝﾄ、県局職

員 
保守巡回ﾓﾆﾀﾘﾝ

ｸﾞ活動、重解業

務実施後の報

告・精算手続き

2012 年度 
（4 年次） 

第 2 回追加ｺﾐｭｰﾝ修理業

者研修（ｶﾞﾝｽﾞﾙｸﾞ県） 
2012 年 11 月 5 日～

8 日 
4 日間 32 修理業者・ｱｼｽﾀﾝﾄ 同上 

【４】衛生啓発・教育に関する活動（成果４関連）  
2009 年度 
（1 年次） 

衛生普及活動ｼﾅｼﾞｰﾐｰﾃ

ｨﾝｸﾞ 
2009 年 9 月 11 日 1 日間 16 名 DGAEUE、DGRE、

DHPES/MS、

DGRE/SDI-AEP、

DRDP/MEBA、

DRAHRH/PCL、UNICEF、

DANIDA、JICA、CREPA 
Burkina、APS、Water Aid 

ｱｸﾀｰ間の連携

確認、衛生啓

発・教育教材の

策定について 

2009 年度 
（1 年次） 

衛生啓発・教育教材作成

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
2009 年 10 月 6 日 1 日間 17 名 DGAEUE、DGRE、

DHPES/MS、

DGRE/SDI-AEP、

DRDP/MEBA、

DRAHRH/PCL、UNICEF、

DANIDA、JICA、CREPA 
Burkina、APS、Water Aid、

ACF、ONEA  

教材案の内容確

認・情報の追

加、PHAST ｶｰﾄﾞ

のｲﾒｰｼﾞ確認・修

正等 

2009 年度 
（1 年次） 

行政指導員に対する衛

生教育啓発活動指導者

育成研修 

2010 年 3 月 22 日～

26 日 
5 日間 34 名 DRAH/PCL、

DREBA/PCL、DRS/PCL、

DPAH。DPEBA。DS、

ZAT、CEB/CPI、
CSPS/AIS、ﾊﾟｲﾛｯﾄｺﾐｭｰﾝ、

ACF、APS  

啓発活動手法の

習得、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実施メカニズム、

フォローアップシ

ステムの理解促

進 
2010 年度 
（1 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ﾀﾞﾍﾟﾛ

ｺﾞ） 
2010 年 4 月 29 日～

30 日 
2 日間 29  対象 5 村落及び４小学校 啓発活動手法、

問題・課題分析

方法の習得等 
2010 年度 
（1 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ｿﾞﾙ

ｺﾞ） 
2010 年 4 月 21 日～

22 日 
2 日間 41 対象 7 村落及び 6 小学校 同上 

2010 年度 
（1 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ﾄｴｹﾞ

ﾝ） 
2010 年 4 月 15 日～

16 日 
2 日間 24 対象 4 村落及び 4 小学校 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

衛生教材改訂ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 2010 年 9 月 23 日 1 日間 12 名 水資源総局、衛生・汚水・廃

棄物総局、DRAH,保健省、

水道・衛生公社、ＮＧＯ等 

1 年次に作成し

た衛生啓発教

材・ﾏﾆｭｱﾙの改

訂 
2010 年度 
（2 年次） 

行政指導員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研

修 
2010 年 9 月 13 日～

15 日 
3 日間 33 名 行政ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ、ｺﾐｭｰﾝ

代表者等 
1 年次の活動確

認、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ・ﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞ方法等 
2010 年度 
（2 年次） 

行政指導員研修 2010 年 10 月 18 日

～22 日 
5 日間 24 名 ZAT/UAT,視学官、教育指

導員、保健指導員等 
給水・衛生施設

の管理方法、衛

生行動改善促進

のための知識の

習得及び実践 
2010 年度 
（2 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ﾀﾞﾍﾟﾛ

ｺﾞ） 
2010 年 11 月 24 日

～25 日 
2 日間 120  住民ｱﾆﾒｰﾀｰ 衛生啓発活動の

実践、問題と課題

の分析方法の習

得等 
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2010 年度 
（2 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ｿﾞﾙｺﾞ

①） 
2010 年 11 月 2 日～

3 日 
2 日間 96 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ｿﾞﾙｺﾞ

②） 
2010 年 11 月 8 日～

9 日 
2 日間 109 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ研修（ﾄｴｹﾞ

ﾝ） 
2010 年 11 月 18 日

～19 日 
2 日間 82 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

衛生教育教員研修（ﾀﾞﾍﾟﾛ

ｺﾞ） 
2011 年 1 月 27 日～

28 日 
2 日間 138 小学校教員 衛生啓発活動の

実践、問題と課

題の分析方法の

習得等 
2010 年度 
（2 年次） 

衛生教育教員研修（ﾄｴｹﾞ

ﾝ） 
2011 年 1 月 20 日～

21 日 
2 日間 53 同上 同上 

2010 年度 
（2 年次） 

衛生教育教員研修（ｿﾞﾙ

ｺﾞ） 
2011 年 2 月 2 日～3
日 

2 日間 209 同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

衛生啓発・教材改訂会合

① 
2011 年 8 月 23 日 1 日間 53 名 農業水利省・保健省・国民

教育識字省のそれぞれ地

方局、県局、ｺﾐｭｰﾝ機関等 

これまでに実践

されてきた現場

活動に基にづい

た教材改訂 
 

2011 年度 
（3 年次） 

衛生啓発・教材改訂会合

② 
2011 年 9 月 13 日 1 日間 19 名 農業水利省、国民教育・識

字省、保健省関係局、

NGO、JICA 

教材（改定案）の

最終化 

2011 年度 
（3 年次） 

衛生行政指導者研修 2011 年 10 月 4 日～

8 日 
5 日間 64 名 衛生ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ、農業水

利省、国民教育・識字省、

保健省関係局、NGO、JICA 

給水・衛生施設の

管理方法、衛生

行動改善促進の

ための知識の習

得及び実践 
2011 年度 
（3 年次） 

衛生行政指導員ﾌｫﾛｰｱｯ

ﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞ（ｿﾞﾙｺﾞ） 
2011 年 10 月 31 日 1 日間  衛生ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ、

ZAT/UAT,視学官、教育指

導員、保健指導員等 

村落・学校におけ

る衛生啓発・教育

活動のﾚﾋﾞｭｰ、村

落・学校の衛生状

況の把握、衛生

活動実践者の活

動継続への意欲

の確認 
2011 年度 
（3 年次） 

衛生行政指導員ﾌｫﾛｰｱｯ

ﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞ（ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ） 
2011 年 11 月 14 日 1 日間  同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

衛生行政指導員ﾌｫﾛｰｱｯ

ﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞ（ﾄｴｹﾞﾝ） 
2011 年 11 月 15 日 1 日間  同上 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

衛生教育教員再研修（ﾀﾞ

ﾍﾟﾛｺﾞ） 
2012 年 1 月 12 日～

14 日 
3 日間 139 名 小学校教員 PHAST 手法の実

施方法等 
2011 年度 
（3 年次） 

衛生教育教員再研修（ﾄｴ

ｹﾞﾝ） 
2012 年 2 月 2 日～4
日 

3 日間 60 名 小学校教員 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

衛生教育教員再研修（ｿﾞ

ﾙｺﾞ） 
同上 3 日間 209 名 小学校教員 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ再研修（ﾀﾞﾍﾟ

ﾛｺﾞ） 
2012 年 1 月 26 日～

28 日 
3 日間 161 名 住民ｱﾆﾒｰﾀｰ 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ再研修（ﾄｴ

ｹﾞﾝ） 
2012 年 2 月 2 日～4
日 

3 日間 98 名 住民ｱﾆﾒｰﾀｰ 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ再研修（ｿﾞﾙ

ｺﾞ①） 
2012 年 1 月 26 日～

28 日 
3 日間 99 名 住民ｱﾆﾒｰﾀｰ 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

住民ｱﾆﾒｰﾀｰ再研修（ｿﾞﾙ

ｺﾞ②） 
2012 年 1 月 19 日～

21 日 
3 日間 103 名 住民ｱﾆﾒｰﾀｰ 同上 

2011 年度 
（3 年次） 

第 1 回衛生啓発・教育活

動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会合（ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ） 
2012 年 1 月 4 日 1 日間   衛生行政指導員 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の

確認と情報共有

2011 年度 
（3 年次） 

第 1 回衛生啓発・教育活

動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会合（ﾄｴｹﾞﾝ） 
2012 年 1 月 5 日 1 日間  同上 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の

確認と情報共有

2011 年度 
（3 年次） 

第 1 回衛生啓発・教育活

動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会合（ｿﾞﾙｺﾞ） 
2012 年 1 月 6 日 1 日間  同上 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の

確認と情報共有
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年度 コース名 
（研修内容） 開催日 期間 参加

人数
対象者 備 考 

2011 年度 
（3 年次） 

第 2 回衛生啓発・教育活

動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会合（ﾀﾞﾍﾟﾛｺﾞ） 
2012 年 3 月 19 日 1 日間  同上 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の

確認と情報共有

2011 年度 
（3 年次） 

第 2 回衛生啓発・教育活

動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会合（ﾄｴｹﾞﾝ） 
同上 1 日間  同上 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｸ結果の

確認と情報共有

2011 年度 
（3 年次） 

第 2 回衛生啓発・教育活

動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会合（ｿﾞﾙｺﾞ） 
2012 年 3 月 20 日 1 日間  同上 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の

確認と情報共有

【５】給水及び衛生状況のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・評価に関する活動（成果５関連） 
2009 年度 
（1 年次） 

DRAH 職員対象給水施

設維持管理ｼｽﾃﾑ研修 
2010 年 2 月 17 日～

19 日 
3 日間 31 名 DRAH 水資源部職員、

DPAH 水資源部職員 
ZAT 職員 

ﾘﾌｫｰﾑに基づく

給水施設維持管

理ｼｽﾃﾑの紹

介、ｱｸﾀｰ

（AUE、ｺﾐｭｰﾝ、

ポンプ修理業者

等）の関係等の

習得 
2010 年度 
（2 年次） 

DRAH 職員対象給水施

設維持管理ｼｽﾃﾑ研修 
2011 年 2 月 14 日～

18 日 
5 日間 63 名 DRAH 水資源部職員、

DPAH 水資源部職員 
ZAT・UAT 職員 

同上 

2011 年度 
（3 年次） 

研修講師養成

DRAH/DPAH 研修 
2012 年 3 月 12 日～

16 日 
5 日間 11 名 DRAH 水資源部職員、

DPAH 局長・水資源部職員 
11 追加ｺﾐｭｰﾝ対

象研修のための

講師研修 
2012 年度 
（3 年次） 

研修講師養成

DRAH/DPAH/ZAT 研修 
2012 年 5 月 7 日～

11 日 
5 日間 27 名 DRAH 水資源部職員、

DPAH 水資源部職員 
20 ｺﾐｭｰﾝの ZAT 長 

11 追加ｺﾐｭｰﾝ

AUE 対象の第 1
回研修のための

講師研修 
2012 年度 
（4 年次） 

DRAH 職員対象給水施

設維持管理ｼｽﾃﾑ再研修 
2012 年 9 月 26 日～

28 日 
3 日間 36 名 DRAH 水資源部職員・その

他職員、DPAH 局長・水資

源部職員 
ZAT 長・UAT 長 

ﾘﾌｫｰﾑに基づく

給水施設維持管

理ｼｽﾃﾑの紹

介、ｱｸﾀｰ

（AUE、ｺﾐｭｰﾝ、

ポンプ修理業者

等）の関係、

DRAH/DPAH の

ﾘﾌｫｰﾑ適用化と

その定着に係る

役割等の習得 
2012 年度 
（4 年次） 

DRAH 職員対象給水施

設維持管理ｼｽﾃﾑ再研修 
2012 年 10 月 1 日～

3 日 
3 日間 45 名 同上 同上 
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